<NOTE>On the Research of the Structural Change and the Port Economy of Yokohama Economy in 1980\u27s by 清水 嘉治 et al.
1
〈研 究 ノ ー ト〉



















{3)港 湾経済発展のために改めて港湾機構 の充実 を考え る1Y題 と
提言 を含 めて一 一
1ま え が き
本研究 の目的は 日本経済 の国際化の進展 の中で横浜経済 と港湾経済が
どのよ うに構造変化 を もた らしたかを実証 的に分析 す ることにある。 そ
のため に1980年 代 の横浜 を とりま く内外 の環境変化 に対応 して横浜 の
産業構造 の高度化,サ ー ビス経済化が どのよ うに進展 したか を重層的 に
解明す ると同時 に,横 浜の港湾機能 がそれに対応 して どのように構造変
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化を もた らしたかを実証的 に究 明す ることにあ る
。
こう した研究 目的を果 すため には
,第1に1980年 代 の 世界経 済の主
要 な構造変化を明 らかに し,さ らにその中での 日本経済 はどのよ うに構
造変化を したのかを究明 したい。 だがその場合,世 界経済 と日本経済 の
構造変化 の中で横浜経 済がたえず国際化 と連関性 を もって対応 している
ことを示 したい。 というのは世界経済 の構造変化 とい う人状況の中で
,
横浜経 済の発展を論 じてい く必要があ るか らである。
第2に ・1980年 代 とい う1堺 経済 の 「一体化」の中で横浜経済が どの
よ うなイ ンパ ク トを受 け,同 時 に世界経済 ない し日本経済 に対 してどの
よ うな主体的なかかわ りあいを もって発展 したかを考 えたい
。横浜経済
の構造変動,と くに薫化学 工業 か ら先端的技術産業への構造転換 が どの
よ うに展開 されたか,の 問題意識を もちなが ら
,横 浜経済の構造変動 を
主 と して産業構造 の変動 に求めて実証的 に分析 したい
。 その場合q)と し
て11大 都 市比較 か らみた横浜経済 の構造変化 を明 らか に し
,(2}と して,
横浜産業構造 の基本動向 と課題を1次 資料 に即 して解明す る
。(3)として
横 浜経済を支 えている中小企業 の動向 と主要課題を示 したい
。
(4)として80年 代 の リーデ ィング ・イ ンダス トリー と しての先端技術
産業 の動向 と課題 を明 らか にす る。㈲ と してs世 界経済 におけるサ_ビ
ス経済化 が横浜経済 に どの よ うに反映 しf同 時 に横 浜経済のサー ビス化
の進展動向を実証的 に明 らか にす る。
第3に 横浜経済の構造変動 と港湾繍 の1廻酬 三を,横 浜港貿易の動向
と港湾経済 の発展 の中に求 め,さ らに横浜経済の基盤整備 と しての港湾
施設 の現状 と将来計画 にっ いての課題 を示 したい。
以」ヒが本研究 ノー トの主要課題で ある。 さらに本研究 ノー トの課題 の
問題意識 の フレーム ワークを補足 的に示 してお く。1980年 代 の横浜経済
は,国 際化 の課題 を自 らの中に含 み,市 民 的ニーズと相 まって 「技術革
新」 と 「高度情報社会」への対応 を迫 られ,一 方 でその方向 に着実 に進
展す ると同時 に,他 方でそのあ り方が検討 されてい る。技術革新 と高度
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情報化 の進展 は,企 業経営 の高度化,市 民化 を もた らし,単 な る省力化
や生産性 の向 ヒだけでな く,多 品種少量生産な ど多様化す る消費者二一
ズに対応 した商 品の製造 ・販売体制やサ ー ビス提供制度の確 凱などを促
進す ると同時 に巾小企業等の一部 においては異企業,異 業種 間において
流通 ・輸送等 の多 目的情報 のネ ッ トワークの形成 も進んでいる。横浜経
済 も,研 究開発,先 端技術産業 をかな り、r:地し,さ まざまな課題 を提供
している。 こうした横浜経済 にみ られ る先端技術産業を中心 とす る発展
過程 の中で,従 来の伝統 的産業であ り,多 数 を占め る中小企業群の存 、r
条件 と発展 をたえず考慮 しつっ,横 浜経済 の活性化の問題を明 らか に し
たい。 と くにそれは市民生活の安定 と安全 に対応 した横浜経済 の発展で
なければな らない。
こうした活 力あ る横浜経済 の ・'r_のためには,そ の社会的基盤 を担 っ
てい る港湾機能 の強化 が新 しい課題 とな らざ るをえない。港 は横浜 の歴
史的 文化,市 民意識 の向L,開 放性,社 会性 とい った市民 と関連企業 の
共有性を もって進 んで きた。 っ まり港 は市民共有 の社会的構成体的性格
を もっ ものであ ると同時 に,関 連企業の発展 の共有的基盤,社 会 的ffI...有
手段 と しての性格 を もってい る。それは横浜経済 の発展 とたえず関連 し
て いることはいうまで もない。 と くに横浜港 は80年 代 の産業構造 が輸
送構造 の変化 に対応 し,港 湾施設の機能 の革新,転 換を迫 られて いる。
活 力ある横浜経済 の発展や快適 な市民生活を実現 してい くためには・環
境保全 と市民 自治を前提 とした生産,物 流r生 活,文 化等総 合的な港湾
空間の形成を不 可欠 とす る。以 ド問題の展開 に入 る。
21980年 代の世界経済の中での日本経済の構造変動を考える
(1)1980年 代 の世界経済 の構造変化
1980年 代 の横 浜経済 の構造変動 を客観的 に把握 す るためには,ど う し
て も同年 代 に激動 した世界経済 の体質変化 を把握す るところか ら始めた
い 。
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1980年 代 の 世界 経 済 を認 識 す る こ と は,90年 代 の激 動 す る 世界経 済
の方 向 を探 るこ とがで き る と考 え る。90年 代 は,好 ・不況 の 世界景 気 循
環 の 中 で 世界経 済 の 「一体化 」,グmバ ル ・エ コ ノ ミー の深化 の時 代 に
な るで あろ う。 東 西冷 戦 の解 体 の中 で,世 界 はモ ノ,カ ネ,ヒ ト,サ ー
ビス,情 報 の国 境 を超 え た交 流 を活 発 化 す るで あ ろ う
。 世界 貿易 が 世界
のGNPに 占め る割 合 をみ て も,1960年 に約10%で あ った のがyX990
年 に は25%に な って い る。世界経 済 に お け る各国 の輸 出入 依 存度 が人 き
くな り,貨 物 の輸 入 墨 も増 大 し,先 進 国 問,先 進 国 と中進 国,先 進 国 と
途L国,中 進 国 と途L国,中 進 国 間,途 上 国ll到の貿 易 も活 発 化 して い る
。
同 時 に と くに先進 国 間 にお け る貿 易摩 擦 も深 刻で あ る。 と くに 日本 の 一
方的黒 字 貿易 に対 す る批 判 は,米 国,ECか ら共 通 に ま き起 こ って い る
。
世界経 済 に お け る不均 等 発展 は世界貿 易 の動 きに も表面 化 して い る
。 と
くに80年 代 の 世界 貿 易 は 大 きな構 造 転換 を余 儀 な くされ た
。 と くに 先
進 国 にお け る先端技 術 産 業 を中心 とす る産 業の構 造 転 換 は,先 進 国 間 の
貿 易 を醗 に した こ と も職 で あ る.こ こで は,80年 代 の世 界 貿 易 の構
造 転換 の第1の 特 徴 と して製 品貿 易 が し・か に拡 大 した か をみ る
.製 品 貿
易割 合 は,80年 代 の56%か ら89年 代 は74%に 増 大 した。
製 品貿 易 の拡大 は,日 ・米 ・ECな ど先進 国 中心 に展 開 され,途 上 国
と先進 国 間 との製 品 貿易 は低下 して い る。途 上国 は,製 品 貿易 に お いて
も先進 国 に差 をっ け られ て い る。 両者 の格 差 は拡 大 して い る
。 先進 国 間
に お け る製 品 貿 易 は,先 進 的 港 湾 に お け る製 品 貨 物 の取 扱 量 を増 加 さ
せ,国 際 的生 産,流 通,消 費 を促 進 し,か っ コス トの低 減 化 の た め に コ
ンテ ナ貨 物 輸 送 を増 大 させ た。 同 時 に 半導体 な ど軽 薄短 小 型 の製 辞
盲の空
輸 も活 発 化 した。この傾 向 は60年 代,70年 代 に は,製 品 貿 易 は活 発 で な
か った。本研 究 ノー ト4の ② で 明 らか に して い るよ うに
,80年 代 の横 浜
貿 易 の構 造 転換 は,世 界経 済 の製 品貿 易 の変 動 に対 応 して い る
。
1980年 代 の 世界貿 易 の第2の 特 徴 をみ る と,サ ー ビス貿 易 が拡 大 した
点 に あ る。1970年 代 に約57億 ドルで あ ったサ ー ビス貿 易額 は,90年 に
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約600億 ドル以 上 に拡 大 した点 で あ る。 この20r#1間 に10倍 以.Lに 増 大
した.サ ー ビス貿 易 の 内容 を み る と運 輸 通,1言・ 金 甑 保 険 エ ンジ
ニ ア リング,コ ンサ ル タ ン ト技 術料1労 働所 得,旅 行 費 用 な どで あ る。
サ ー ビス貿 易 の拡 大 はz製 品貿 易 と関連 し,サ ー ビス経 済 化 を国 際的 に
展 開 す る ことに な った。1970年 の180億 ドル か ら90年 に,1,900億 ドル
へ と約10倍 以 上 も増 大 した。 また サ ー ビス貿 易 の拡 大 の申心 は,銀 行,
証券 資 本 の海 外 活 動 にあ る。 この分 野 で も先進 国 中心 の サ ー ビス経済 化
が定 着 しつつ あ る。80年 代 の 胆1界経 済 にお ける サ ー ビスの経 済 化 ・ ソ フ
ト経 済 化 は,横 浜経 済 構造 の中 に進 展 した サ ー ビス経 済 化,ソ フ ト経 済
化 の比 電 の増 大 とな って 表 面化 して い る・
1堺 経 済 に お け る製 品 貿 易 耐 曽大,サ ー ビス貿 易 の増 大 の背 景 に は・
関連 企業 が それ ぞ れ の分野 で,激 烈 な価格 競争,変 質競 争,サ ー ビス競
争 を展 開 し,市 場 獲 得 を め ざ して い る ことに は変 わ りはな い。
で は世界貿 易 の増 大 は,ど の よ うな メ リッ トを もた ら してい るのか。
この点 を分 析 して み る。
第1に,先 進 各 国 は,経 済 の グロー バ ル化 を通 じて相 対 比較 優 位 の商
品 に傾斜 す る こ とに よ って,効 率 的生 産 を 可能 にす るがSそ れが限 界 を
こえ る と,負 の効 果 を もた らす。
第2に 世 界 貿 易 に よ る市 場 の拡 大 は生 産 の 拡 大 を 誘 因 し,規 模 の メ
リッ トに よ る価 格 低 下 を もた らす と同 時 に,技 術 や ノ ウハ ウの 開 発 に
よ って 企業 の多 種 多 様 な 商 品 の生 産 を ・∫能 に す る。 一 方 この シ ステ ム
は,消 費者 に と って安 価 な商 品 の選択 を 可能 にす る。 この点 は メ リッ ト
で あ る.だ が デ メ リッ トもと もな う.政 府 が貿 易 管理 に よ って関 税率 を
維 持 す る と,消 費 物 価 は低 下 せず,消 費 者 の利 益 に な らな い。 した が っ
て,政 府 は生 活 者 の論 理 に1っ て 消 費価 格 を 低 一ドす る努 力 が必 要 で あ
るQ
第3に 低 関税 率 の もとで は,輸 入 品 が増 加 し,そ の国 の関 係 商 品 との
競争 力 を高 め,物 価 を引 き下 げ る効 果 を もつ。 さ らに為 替 の操 作,為 替
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の変動 な どに よ って も物 価 変 動 に イ ンパ ク トを与 え る
。 例 え ば 円高 ドル
安 の構造 下 に お いてa輸 入 品 の価 格 は低 ドす る
。 だ が 円高 差 益還 元 を し
な い と きは,価 格 は低 下 しな い。 だ か ら消 費 者 の価 格 監 視 が必 要 なの で
あ る・ 以L貿 易hの メ リ ッ トは同 陶 こデ メ 　ッ トを もた らす こ とが あ
る・ 国 際競 争 力 の強 い企業 は生 産 を拡 大 す る ことが で きるが弱 小 企業 は
生産 を縮小 し,失 業 を もた らす。 世 界経 済 の成 長 が持 続 し
,す べ て の企
業 が 鰍 配 分 を公平 に うけ と る こ と力河 能 で あ る とい う保 証 は な い
。
世 界経 済 にお け る製 品貿 易 の拡 大 は,そ の メ リッ トを全 面 的 に 享受 す
る こ と に よ って 可能 で あ った・ した が って80年 代 の 世界貿 易 の 拡 大 は
先進国 間 のノ坪 貿 易 中心 の木韓造 を もた ら したが洞 時 に先進 「母と途 姻
0療 直 賜 の構造 を もた ら した
.だ が フ・ジァ ニ ー ズ(NIES噺 興1業
地域)を 除 い た途 上 国 の輸 出 の伸 び は先進 国 間 の 貿 易 の伸 び に比 べ て低
ドした。
80年 代 の世 界貿 易 の拡 人 は,先 進 諸 国,と りわ け米 国 ,日 本,ECに
お け る商 品 の輸 出入 の増 人 とな り,グ ローバ ル ・エ コ ノ ミー の傾 向 を定
着 させ た・同時 に先 に述 べ た よ うに貿 易構 造 曜 擦 を拡 大 した
.86年 に
始 ま った ウル グ ア イ ・ラ ン ドは,従 来 の モ ノの貿 易 の 舳 化 の調 整 だ け
で な く・ 金融 情 報通 信・ 知 的所 有権 な どサ ー ビス貿 易 の 舳 化 も対
象 と した。 現在,米 国 が 日本,ECの 農 産物q体 の場合 は米)の 保 護 政
策 に対 して厳 しい態度 を と って い る。 い ま重 要 な政 策 的 解 決 は
,各 国 の
エ ゴを捨 てて・ 多 角的 な製 品 を生 産 し,交 換 し,調 整 で き るよ うな新 し
い貿 易 の ノト ル を作 り・ 国 際 卿Jの あ り方 を鮪 す る こ とで はな いカ、。
80年 代 の貿 易 の拡 大 は同 時 に海 外 直接 投 資 の増 大 と関連 性 を も
って
進 行 した。80年 代 後 半 の海 外 直接 投 資 の現 状 を み る と,88年 末,は じめ
て1兆 ドル の大 台 にの せ た。 半導 体,自 動 車,電 機,機 械,石 油 化 学,
通信 機 な どが 中心 に な って・国境 を こえ て現 地 生産 を展 開 した
。88年 末
の 世 界の 直接投 資 の 累計 額 の国別 構 成 をみ る と
,全 体 の90%が 米 国,英
国・ 日本 ・ ドイ ツ・ オ ラ ン ダな ど先進 国 の資 本 で 占め られ て い る
。米 国
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の 占有 率28%,次 いで 英国19%,日 本12%,ド イ ツ8%,オ ラ ンダ7
%,フ ラ ンス6%な どの順 にな って い る。米 国 は,1975年 に 世界 の対 外
直 接 投 資額 の52%を 占 めて い た の に対 し,EI本 は,同 年6%で あ った。
この14年 間 に 日本 は2倍 に増 加 した の に対 して米 国 は2分 の1に 低 下
した こ とに注 日す べ きで あ ろ う。
こ う してみ ると世界 の 直接 投 資 の動 きは世界 市場 に お け る米 国 資 本 の
専一 的 支配 か ら多数 国 型 支配 に変化 して い る。 直接 投 資 の担 い 手 は多 国
籍企 業で あ り,80年 代 は,日 本,EC,米 国 をの そ れぞ れ の多 国籍 企 業
に よ る激 烈 な競争 が活 発化 し,M&A(企 業合併 ・買収)とLBO(買 収先
の資産を担保 にした借入金による買収)も 活 発 に展 開 され た。
と こ ろでs日 本 企 業の海 外 直接 投 資 の拡 人 の 宅な理 由 を み る と こうで
あ る。 世界 景 気 の拡 大 に 支え られ,米 国,ア ジア,ECな どへ の直接 投
資 を活 発化 した こと,相 手 国 の外 為法,外 資法 等 な どの規 制 の緩 和,廃
止な どに よ って,先 進国 間 の 貿易 面 で の輸 出 の 自主規 制,輸 入制 限 な ど
を回避 し,現 地 に お け る生 産 と販売 を求 め て直接 投 資 を増加 させ るよ う
にな った こ と,な どを あ げ る こ とが で き る。 と くに多国 籍企 業 に よ る研
究,開 発,生 産,販 売,資 金 調 達 にお け る最適 配 置 を展 開す る グローバ
ル化 が進 行 した こ と も大 きな理 由 で あ る。 もち ろん多 国籍 企 業 は,現 地
生 産,流 通,販 売 を通 じて国 内 にお け る利益 率 よ り海 外 にお いて 高利 益
率 を獲 得 で きた か らで あ る。
っ ぎに海 外投 資 の産業 構 成 をみ る と,第1次 産 業 の比重 が低下 し,第
3次 産 業 で あ る サ ー ビ ス産 業 の地 位 が 増 大 した点 に あ る。 この点 は,
1980年 代 にお け る日本 の産業 構 成,横 浜 の産 業構 成 が,第3次 産 業 の構i
成比 率 を,60年 代,70年 代 と比 較 して 大 き く して い る こと と・関連 して
い る。
1980年 代 の 世界経 済 の構 造 変 動 は,製 品 貿 易 の増 大,サ ー ビス経 済 の
国 際化,多 国籍企 業 によ る直接 投 資 の顕 著 な増 大傾 向 にみ られ た。 世界
経 済 の グ ローバ ル化 は,日 本経 済,横 浜 経 済 の構 造 の中 に も,反 映 され
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て い る・80年 代 の 世界 経 済 の グ ・一バ ル化 は同 時 に 日本 経 済 の地 域 経 済
の国 際化 ・mカ リゼ ー シ ョ ンと して 具現 化 して い る
。 した が って,世
界経 済 の構造 変 化 の 中 で,横 浜経 済 の構造 転 換 を把 握 す る こ とは重 要 な
意 味 を もっい る。もち ろん 世界経 済 に お け る南北 問 題
,累 積 債 務 の問題
90年 代 に入 って 世界 不 況 問題 な どlh積 して い る
。こ こで は直接 の対 象 で
はな いので省 略 した い。
(2)1980年 代 の 日本経 済 の構造 変 化 の中 で横 浜 経 済 を考 え る
1980年 代 の 世界経 済 は激 動 す る10年 間 で あ った よ うに
,日 本経 済 に
と って も,大 きな転 換 期 で あ った。 それ は従 来 の 目本経 済 の体 質 を変 革
せ ざ るを えな い ほどの 転換 期 間 で あ った。
日本経 済 は80年 代 に入 って か ら,一 貰 して対 米 貿 易 の人 幅 な黒 字 増
に よ る円 高,ド ル安 の構造 か ら,80年 代 後 半の急 速 な内 需拡 大 へ の転 換
を余儀 な くされ た。 っ ま り,従 来 の 日本経 済 の セ要 課題 は,輸 出 拡人 を
通 じて資 源 の合理 的配 分 を 可能 と した成 長1:に あ った。 この こ とは,
日本 経 済 の規 模 を拡 大 し,同 時 に対 外 貿 易 摩 擦 を生 み だす こ と に な っ
た。 日本経 済 の成 長 主義 は,一 方 で経 済人 国 とな って表 面 化 し
,他 方 で,
国民 生 活 小国 とな って顕在 化 した。
改 め て1980年 代 の 日本経 済 の直 面 す る課題 をみ て み よ う。
1980年 代 に入 って,日 本 の一方 的 な貿 易黒 字 に対 して
,ア メ リカ,E
C,ア ジアNIESは,厳 しい 市場 開放 を要求 した
。と くに80年 代 前 半
に お いて 日米 貿易 摩擦 は深 刻 に な り,ア メ リカ は 目本 に対 して保 護 主 義
的 貿 易政 策 を展 開 す る と同 時 に,「rl∫場 開 放」政 策 を政 治 的,経 済 的 両側
面 か ら要 求 した。
1987年 の ブ ラ ックマ ンデ ー を経 験 したア メ リカの貿 易 赤 字 は
,1,712
億 ドル とな り,史 上最 高 を記 録 した。 日本 が大 幅 な貿 易黒 字 を背 景 に円
高 。 ドル安 の構造 を定 着 化 させ る中で,ア メ リカ は対 日貿 易 措 置 を狙 っ
た 「88年 包 括 通 商競 争 力強化 法」 を成 立 させ た。 この法 律 は,対 日貿 易
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にお いて お くれ を と った ア メ リカが,一 方 で保 護主 義 を,他 方 で,市 場
開放 を要 求 した もので あ る。 だ が こ こで,対 米貿 易 黒字 に よ って経済 大
国 を現 出 した 日本 経 済 を位 置 づ け るた め に も・ 相 手 国 ア メ リカの1987
年10月 の株 価 暴落 の背 景 を み てお くこ とにす る。
1987年10月19日 の ア メ リカ の株 価 暴 落 と為 替 相場 の急 変 は,自 国 の
構 造 的体 質 の脆 弱性 を表面 化 した。 当時 ア メ リカ経済 は,鉱 工 業 生産 指
数 を みて も,失 業 率 の減 少 具合 を み て も,名 目個 人消 費総額 を み て も,
当時 着実 に 上昇 して い た。 た とえば,鉱 工 業生 産指 数(1977年 を100と し
た場合)は85年 に123.8,86年125。8,87年 の1～4月 平 均 が127.4,同
年5～7月129で あ りf失 業 率 は,85年7.1%,86年6.9%,874尋 汀 月
5.9%と82年 の9.6%か らみ る とか な り減 少 した。 ア メ リカの 失 業 率
は,6%以 下で あれ ば,IE常 だ といわ れて い る。名 目個 人 消費 総額 は,85
年 の2兆6,294億 ドル,86{1三2兆7,994億 ド ル・87イiこ7川 こは2兆
9,931億 ドル と増 加 して る(U.S,DepartmentofCommerce,Surveyof
CurrentBusiness,Oct.1987)。 ダ ウr業 株30種 も,86年,87年(9月 まで)
いず れ も上 昇 した。と ころが,1987年10月 の株 価 暴 落 は,鉱 工 業生 産 の
増 大 を逆 比 例 して起 こ った。 つ ま り,景 気 が上 昇 して い る中 で,株 価 の
暴 落 を招 い た ので あ る。 この理 由 は,ア メ リカ経済 の体質 が,世 界 経 済
に対 応 で きな くな った点 に あ る。 と くに国 際 収 支構造 が慢性 的 に赤字 体
質 にな った点 にあ る。
もち ろん,88年 にな って,ア メ リカ は,や っ と経 済 成 長 率 を3・5%に
回 復 し,さ らに製 造 業 の 設 備 稼 働 率 を83%台 に回 復 させ た。 と くに 目
、Zった の は,失 業 率 を5.5%に 引 き下 げ,1974年 以 来 の低 水 準 に戻 した
点 に あ る。 この背 景 に は,設 備 投 資 を 主軸 と した 世界 的 な景 気拡 大 に基
づ く原 材 料 ばか りで な く資本財 の 大幅 な輸 出増加 が あ った。
に もか か わ らず,そ の後 ア メ リカ経 済 は再 び停滞 した。 アメ リカの貿
易 赤 字 は,自 国 経済 を よ り弱 体 化 せ さて い った。したが って ア メ リカ は,
日本 に対 す る貿易 規 制 と市場 開放 を要求 した ので あ る。 もち ろん,ア メ
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リカ は,自 動車 産 業,半 導 体 を 主軸 とす る先端 技 術産 業
,通 信機 産 業 な
どに お いて・ その 競争 力を低 下 させ た。 の み な らず ア メ リカ 主要 多国 籍
企 業 は海 外 生産 の増 大 を志 向 し,国 内 にお け る産 業 の空 洞 化 減少 を もた
ら した。 この こ と も国 内 にお け る生産 性 を低 下させ た
。
こ う した中 で旧 本 の関 連 牒 は,一 一方 で 対米 貿 易摩 擦 の部 分 鵬 鞘
を現 地 生 席拠 点 の開発 を通 じて,現 地 で の 市場 占有 率 を高 め る こ と,現
地 の雇 用 吸収 力 を 高 め るこ と,現 地 で の生 産物 を逆 輸 入 す る こ とに よ っ
て進 出 先 の輸 出 に 貢献 す る こ とにあ った。 例 え ば 自動 車産 業,通 信 機 器
産 業 が そ の代 表的 な産 業 で あ る。 他 方 で 日本 企 業は,ア メ リカの強 力 な
要請 もあ って国 内需 要 の拡 人(内 需拡 大)を 通 じて輸 人増 を図 り
,「 内 外」
の不均 衡 を是 正す る ことに,そ の活路 を 見出 した。
日本経 済 に対 す る経 済 政 策 の転 換 の 要請 は,OEcD閣 僚 理 事会 に
よ って す で に提 出 され て い た。 す な わ ち1985年4月8日 の 同理 事会 は
次 の コ ミュニ テ ィを発 表 した。
日本 は 世界 各 国 の国 際収 支 の均 衡 に寄 与 す るため① 国 内 金 融化 を 円滑
に進 め る こと,② 対外 ・対 内投 資 を促進 す る こ と
}③ 消 費 者信 用 の供給
を増 大 させ る こ と,④ 市場 ア クセ スを容 易 にす る こと
a⑤ 輸 入 の拡 大 を
優 先 的 に進 め る こ とな どで あ る。
こ う した提 言は,当 時 の 日本経 済 の政 策 担 当 者 に と って か な り厳 しい
もので あ った。 だが,日 本 経 済 は,内 需 拡 人 と国 際 強調 路線 を実 現 す る
ため に政 策 転換 を協 力 に推 進 した。 この政策 は,1987年 の 世界経 済 の部
分的 好 況 によ って 支 え られ た。
87年 の 世界 貿 易 は・世界経 済 の成 長 とと もに緩慢 な拡 大基 調 に あ り
,
数量 ペ ー スで は前 年 に比 べ て4.0%の 成 長率 を記 録 し,ド ル 金額 ベ ー ス
で も,15.6%の 高成 長 を見 せ た。 地 域 別 の貿 易動 向 を 見 て も
,先 進 国 全
体 の輸 出 入額 は人 幅 な増 加 とな った。 主要 先進 国 間 の貿 易不 均 衡 は
,U
本,西 ドイ ツで若 干の輸入 額 の伸 びを示 したの で改 善を 見 た もの の
,ド




こ う した世 界経 済 の緩 慢 な 「好 転 」 に支 え られっ っ,87～89年 前 半 の
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備 考)経 済企1嚇 ・資本 ス トック統 計・舷 人牒 動燗 査・
通産省 「鉱1二業指数総覧」等、
(出所)経 企庁 「日本経 済の現 況」1989年 。
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(備考)板 硝{メ ーカーのうち売f"高 ヒ位3社 の合計。
(資料)有 価証券報告書1988年 。
(出所)経 企庁 『通商白書』新尋版1988年 。
ら した・ この点1988年 経済 企 画 庁 が 発表 したr同 年 の経 済 の回 顧 と課
題 」 は次 の よ うに指摘 した。
「民 間企 業設 備 は,新 製 品 の開 発 や情報 技 術 革新 に基 づ く投 資 に加 え
,
需 要 の高 ま りか ら生 産 の拡大 や稼 働 率 の 上昇 とな って お り
,投 資 収益 性
の面 で は投 入 価格 の大 幅 な低 下 が企 業 家 の経常 利 益 の増 大 感 を もた ら し
て お りa経 常利 益 率(法 人蝶 統計)は この と ころ製造 業 で1970年
(昭和48)年 末 の水 準 に・非 製 造 業 は最 高 の水準 とな って お り,こ う した
良好 な投 資環 境(第 咽)の 下で 旺盛 な投 資 カゴ計 画 され て い る」
.た しカ、
に・ 当時 の設 備 投 資 が いか に旺 盛 で あ った か は
,対GNP比 でみ て も,
20%前 後 に な って い るの で・ 高度 成 長 期 の設備 投 資 以Lの 水 準 で あ る。
だ が性 格 は異 って い る。 大手 企 業 中心 の先 端 技 術産 業 を中心 とす る旺盛
な設 備投 資 需 要 と資産 効果(上 地資嵐 証券資産)に 依存 した 中 ・高 所 得





り,さ らにそれは 「隔 と原蔽 とい う外的繍 環境 による原料費燃
料費の コス トの低下 の相乗効果 によって・企業収益 の蹴 とな って麺
化 した.一 縦 来円高不況 に噸 し欄 連中小牒 や素材産業 も鋤 て
収益増を もた らしたのであ る.1989年3月 鰍 算で は前年 破 撮 高収
益の記鎌 さ らに2・%硬 新 した(il本 繍 新聞1988年1'月12鰐 ・ 法
人企業動向調査,1988年9月)。
円高 ドル安の瀧 の中で牒 収益が回復 した酌 の第1はi剛 の設
備投資 と消費霰 の相乗効果 による もの と思われ る・80年 代後 半にな っ
て製造業 のパ フォーマ ンスは多彩的舘 方式を採用 した・例 えば新商品
の実現(楊 化)の ために販売拠点 の増設 のみな らず販売組織 の活性化 に
よる国内 市場獲得を展開 した こと,製 造業 自体が消費 に直結 したイベ ン
トやア ンテナ ショップを利用 し嬢 駄 売等 樋 じた国1勾1陽 獲得 を実
現 した こと消 費者 ニー ズの高繍 志 向,と くに資漸 得層 による高級
瀟 買力の駄 多 品種少 量憾 の持続 啓」拡 大・新製品 の開購 の蠕
拡大策 で,国 内市場 を掘 り起 した点が 酌 った・さ らに政府 の公蝦 資・
減税,金 利低下等 の蠕 拡 大があ り,杜 高な らびに収益増を もた らし
たa
諜 収益回復が順調 に連行 し櫛2の 要因 は・途上国灌 油発騰h
国 か らの原料燃 料価格 の低下 と賃金の相対的安定化冶 理化 讃 理化
の徹底 素雁 業での韻 整欝 に依存 した点1こあ る・従来 の重厚 長大
型産業の体質改善 も進んだ。 これ らの素材型企業 は,既 存部 門において
徹底 した合理化 を しっっ瀬 しい部門への参入を闘 い 陽 競争樋
じて経営基盤 を よ り多角化 してい る.例 えば87牡 期 において鉄.,_
界 で は,本 業 に お け る売 上 高 比 率 力弍82・3%江 事・ プ ラ ン ト部 ドレi
12.1%,非 鉄部門3.5%,化 学製品部門その他で2・1%で あ り・櫛 肖子業
界 にお い て は洞 年 上期 で,硝 子 謝1門にお け る本 業 の売 上 高 比 率 力斗
45.9%,化 学部門30.2%,建 材部門17.4%,セ ラ ミック部門2.3%,そ
の他非硝子4.2%(第2表r有 価証欄 舗 』1988年)で あ り・ こうした剖`
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門 においては多角経営 もかな り定着 している
。
企業 の設備投資増大 の特 徴 は,儒 要離 の多様化 ・プ 。ダク ト.ラ
ィフサィ クルの短期化 に伴 い・ その内訳 に1ま変化が み られ る.例 えば車
勘 バ リエー ションを拡人 させ てきたため
,:s両 当 りの生mは 年 を
追 って減少 している・多樋 蝿 の生産カゴ進脳 れば
znは 能 力増強
投資 に代 わ って・品ぞ ろえ確保漸 製品開発のための研究 醗 投資や
,
蛯 ライ ンの効軸 な稼働 を実現す るための合靴 ・勧 化 に重 きを置
くことになる・同時 に濡 要の変動 磯 動 的 に対応 し
,設 備 の囎 化 リ
スクを轍 するための リー殻 備の導入 櫨 んであ る」(r繭 白書』
1988
年)・最近の製造業 の設備投資 にお1ナる研究 開発 と合理化醐 の傾 向1ま
,
地域経済 にお ける暢 獲得競争 として表面化 した
.あ とで展開す る横浜
繍 も旧 櫨 鍛 徹 資 に支え られ,肚 葡 や付加価値額 樫 調 な伸 び
をみせ労働生産性 も全国平均 を上 回 る伸 び率 を示 した
。 と くに横浜の工
業 縦 来の規格化 された糧 生産拠点 力・ら多樋 ・蝿 生産滴 付加価
イ醗 産 とい う多様化 ・離 化への車云擬 示 したの も この職 で あ り
,
購 に高付加価値腱 のメ リッ ト姓 かす研究開発 ・試作拠点化 の方式
も採用 され た。
徽 繍 の新 しい動 きは・198・年ftに み られ
,と くに研究 醗 機能の
腫 を増大 し効率化 と勧 化を雛 す ることにな った.横 浜繍 は世界
経済 と日本経済の構造変化 に内 と外 か ら対応 した
。
ここで1980年 代 の 日本経済 を改めて整理 してみ よう
。80年 代 前半ま
での 目本繍 の特色 は潤 高不況の中で 自動車庵 機 などの 援 蝶 の
欄 を除 いて・鉄鋼 石油化学造 船 な どにおいて深刻 な不況 に直面 し
,
合理化・損 鯉 を断行 し・多角経営方式 を採肌 た.一 方 は政府 は,
緊縮財政を志向 し・行財政 改革 を通 じて繍 の体質改善 を試 み訟 鍛
資の圧縮 をせ ざるをえなか った.し たが って蠕 は儲 した
。 この こと
は,従 来の重化学工業地域 を抱 え る都 市の経済 は法人税収入減 によ り
,
停滞を余儀 な くされた。横浜経 済 にとって も
,関 連企業 の不況によ って
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税収減 とな り,緊 縮財政 を選択 せざるをえなか った。 日本経済 は,円 高
不況 下において内需振興,外 需依存の政策路線 を選択 し,外 需拡大策 は
アメ リカ,ECか らの批判 を浴 びた。 この当時の 目本経済政策 の担当者
は,ま さにア ンチ ノ ミーの状況 におかれた。
ところが,87年 以降89年 末 まで の世界経済 の景気 「拡大」策 は日本経
済 にとっては,住 宅投資,公 共投資,民 間設備投資,個 人消費 とい う4本
の柱 で内需拡大を志 向 した。 日本経済 は,従 来 の円高による輸入急増,
輸出の停滞 を部分的に克服 し,実 質成長率を5%台 にLげ た。 この期 間
に も,海 外直接投 資の増大 と貿易収 支の黒字幅 は持続 した。この ことは,
横浜経済 において も構造転換 とな って表面化 した。
で はなぜ 日本経済 は円高不況を克服 し,内 需 主導型経済 を もた らす こ
とがで きたのであろ うか。 この ことは横浜経済 の成長を知 るうえで も重
要な基本的問題 であ る。
それ は第1に,国 民 による円高不況 による内需不振へ の批判 とアメ リ
カか らの市場解放要求 に基づ く6兆 円の緊急経済対策が地域 の公共投 資
増 を促進 し,消 費需要 を拡大す ることができたか らであ る。 この ことは
民間企業 の設備投資 を拡 大させ ることがで きた。
第2に,1986年 の東京 オフショア市場 の開設 によ る 「金融 自由化 」に
基 づ く,低 金利 を背景 に した土地 ・株式価格 の騰費 を もた らした。 この
ことによ って土地所有者,株 式所有者 などの資産家 の資産 を一時的に増
人 させた。なぜ一 時的に とい ったのか は,90年 後 半のバ ブル経済の崩壊
によって,土 地価格 の凍結状態 と株価低落を もた らしたか らである。 だ
が80年 代後 半の 日本経 済の 「好況」は,i弛 所有 者,企 業株1",高 中所
得者 の株 主が住宅,高 物品の購買力を もた らした。専門的表現 を用 いる
な らば,日 本経済 の 「好況」のひ とっの要因 は,住 宅投資増,関 連消 費
需要増 を作 りT企 業 の設備投資を誘因 させた。 この結果a高 ・中所得 者
の消費需要 を喚起 しy企 業 の設備投資 に連動 させた。
第3に,円 高 による輸 入価格 の 「相対的」低 ド(日本の内外価格をみる限
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り,そ れでも高価格である)と 原油価格の低下が}物 価安定 に連動 し,そ れ
によって消費者 の購買力の増加を創 出 した。
第4に 企業 が投資 と消費 に対応 した多角的経営 と新製品開発 による内
需掘 り起 しに成功 した。
第5に,良 質 の労働力 による技術導入 と賃金の抑制効果 にあ った と考
え られ る。
この点 は横浜経 済 にお いて も,基 本 的 に同時的性格 を も って進行 し
た。1986年12月 か ら始 まった日本 の景気拡大 は,1991年9月 までの戦
後最長の大型景気 とな った。 日本経済 は,こ の 「平成 景気」 内需中心 の
大型景気 に直面 した。 だがその後 この土地 ・株式 市場 の中心 のバ ブル経
済 の崩壊 まで は,世 界同時好況の継続 労働力不足,物 価 と賃金の 「相
対的」安定的な推移をみ ると,そ れは一 面では 「インフ レな き持続的成
長」であ ったのか も知れない。1985年 の プラザ合意 を契機 と した円高不
況 に直面 した横浜経済 は,86年 以降 の公共投資 に支え られ,民 間企業 の
製造業への傾斜がみ られ,急 速 に景気 が拡大 して いった。1987年 か ら内
需拡大 のイ ンパ ク トを受 け,旺 盛 な民間企業の設備投資 と高級品志向の
消費拡大 が牽引車 とな って1988年 か ら90年 にか けて 自律 的成長 をみせ
たので ある。だが90年 代 に入 って,91年10月 頃か ら複合不況 に突入 し
たのであ る。 それは ここでの課題 ではない。
以下,こ うした内外 の経済構造 の転換 の中で,横 浜経済 の構造変動 を
みてみよ う。
31980年 代の横浜経済の構造変動
(1)11大 都市比較か らみた横浜経済 の構造変化
1980年 代 の横浜経済 の動 向をみると,前 半は円高不況か らいかに脱却
す るかにあ り,後 半は,内 需拡大 と国際協調路線 を軸 に設備投資 と消費
需要 に支 え られ,「好況期」の中で堅調 な成長を続 けた。とくに横浜経 済
において も製造業 を中心 と した伸 びが目 立ち,な かで も中小企業 にお い
(254)
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て は積極 的 な投 資行 動 がみ られ,横 浜経 済 の構 造 変 化 を先 取 りす る形 の
多彩 な展 開 を みせ た。
非 製 造 業 を み る と,事 務 所,住 宅,商 業 施 設 な どへ の投 資 を活 発 化 し,
景気 拡大 の牽 引車 と して の役 割 を果 た した。一 方,設 備 投 資 は国 際協 調
路 線 を軸 に展 開 され た。 また横 浜 の経済 の構 造変 化 は,サ ー ビスの経済
化,ソ フ ト経 済化 の 中 に み られ た。 この点 は,あ とで述 べ る。
まず ここで は1986～87年 の景 気 回 復期 にお け る横 浜 経 済 の特 徴 を他
の10都 市 の経済 力 と産 業 の 構造 の比 較 を試 み た資料(横 浜市経済局rよ こ
はま経済のあらまし』1990年,以 ト『あ らまし』第2表1,2)に 基 づ い てみ て
み る と,横 浜 は人 口315万 人 を超 え,東 京 都 区部 に次 い で第2位 で あ る。
人 口 の伸 び率 か らい って トップの水 準 に あ る。 横 浜経 済 が 占め る対 全 国
シェ アの比較 を み ると,第2表 にあ るよ うに,市 内総 生産 で2.3%,全 国
第4位 で あ り,市 民 総 生 産 で は2.9%,全 国 第3位 で あ り,事 業 所 で
1.8%,全 国 第4位 で あ り,従 業者 数 で は2.1%,第4位 で あ る。11人 都
市 の経済 力 の 中で,横 浜 の経 済 力 は,概 ね第4位 に位 置 す る。 また株 式
上 場 企 業数 を み る と,全 国1,931社 で,横 浜 に は本社37社(1.7%)し か
な い。 東 京 と大阪 に集 巾 し,東 京 は12.4%,人 阪 は4.6%占 め て い る。
横 浜 にあ る上場 企 業37社 は,東 京都 区部,大 阪 市,名 古 屋 市,京 都 市 に
っ いで第6位 で あ る。 横 浜 に お いて は,本 社機 能 の集積 が弱 い。 この点
は税 収構造 に も影 響 を与 えて い る。 この点 で,東 京 一 極 集 中度 が依 然 と
して高 い。 今 後 の政 府 の課 題 で もあ る。 と くに行財 政 構 造 が中 央集 権 型
で あ って,地 方 分 権型 で な い こ とに大 きな理 由が あ る。 と くに主要 な許
認 下権 が 依然 と して中 央官 庁 の統 括下 に あ るか らで あ る。
第2表 か ら横 浜 経 済 にお け る産 業構 造 の特徴 を指 摘 して み よ う。製 造
事 業所 数6000で 丁全 国順 位 で第5位 で あ り,全 国比1.4%で あ り,従 業
者 数19万4000人,全 国比1.8%で 第4位,出 荷 額 は5兆800億 円 で あ
り,粗 付 加 価 値 額 で は,2兆2百 億 円,対 全 国 比2.0%で,第4位 で あ り,
この粗 付 加 価値 額 が 高 いの は,電 機,機 械,通 信機 な ど加 工組 立型 の産
(253)
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業 の比 重 の高 さに よ る もの と考 え られ る。
第2次 産 業 比 率 で事 業 所 数 をみ る と対 全 国比2 .7%,第6位 で,従 業
者 数 で は30%を 占め,全 国 順 位 第2位 で あ り,市 内総 生 産 に お いて は,
34.6%で ・ 対 全国 比6位 で あ る。 全国 的 に み て,横 浜 の製造 業 の 占 め る
比 重は相対 的 に高 い。 だ が第3次 産 業 の比 重 も高 くな って い る
。
さ らに卸 売 業 事業 所 数 をみ る と,全 国比1 .6%,従 業 者 数1,8%,販 売
数1、5%で あ り,全 国 順 位 で は,そ れ ぞ れ第4 ,第6,第7の 各順 位 で あ
る。この分野 で は東京 都 区 部 が それ ぞれ5 .5%,14.4%,19.7%と トップ
で あ る。 この点横 浜 の卸 売 事 業所 は,東 京 に依 存 す る傾 向 が あ る
。 と く
に卸売 機 能 は,そ の交通 の ネ ッ トワー ク,情 報 の ネ ッ トワー クの関係 で,
それ ぞ れ の中核 都 市 に集 中 す る傾 向 が あ る。横 浜 の場 合 をみ て も同 じこ
とが いえ るが,東 京 圏 の 中で,独 自の卸 売 業 を形 成 す るこ とが不 可能 で
あ り,東 京 圏 に組 み込 まれ て い る。 この点 ,今 後 ど うす るか が 課題 で あ
る。
11大 都 市の経 済 力比 較 で み る と,1981年 か ら86年 の 事業 所 増加 率 は
5・0%で あ り・ 同期 間 の従 業 者 増加 率 の9 .7%で,か な り高 い。だ が 市内
総 生産 増 加 率 の2.7%で,対 全 国比6位 で あ る。 これ は東 京都 区部 の イ
ンパ ク トをか な り うけて い るか らだ と思 う
。
大 都 市の昼 夜 間 人 口比 率 をみ る と,横 浜 は川 崎 と と もに低 い。 さ らに
従 業 者比 率 ・ 市内 市民 生産 額 比 率 を みて も,他 の 都 市 と比 べ て低 い。 こ
れ は,東 京 都 へ の都市 機 能 の集 中 ・集 積 が強 く,横 浜 が 東 京 の ベ ッ ドタ
ウ ン化 して い る こ とを 意 味 す る。横 浜 市 は この10年 間 に人 口増 を もた
ら し・ い まや330万 人 近 くにな って い るが人 口増加 率 に比 べ て経 済 活 動
の伸 び率 は大 き くな い。 横 浜 は夜 間人 口 が急 増 し
,昼 間 人 口が減 少 して
い る。 この点 を み る限 り,一 方 で 「産 業 都 市」「港 湾 都 市」 と して の性 格
を もち なが ら,他 方 で 「住 宅 都 市」「消 費 都 市」 と して の性 格 を併 せ も っ
て い る といえ る。
11大 都 市の経 済 力 と産 業 構 造 の比較 を全 体 的 にみ る と,横 浜 市 は全 国
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的 に第2次 産 業 の比重 が相対 的 に高 く,ま た第3次 産 業 の比重 は増 大傾
向 に はあ るが,他 都 市 と比 べ た場 合,相 対 的 に低 い。
さ らに横 浜 経 済 は東 京 へ の傾斜 が強 く,独nな 経 済 力 を もっ よ うな性
格 を も って い な い,と い う見解 もあ るが,私 た ち は そ う思 わな い。 なぜ
な らば,事 業 所 増加 率5.0%,従 業 者 数増 加 率9.7%と い う経 済 力 の発 展
で は上位 に あ り,か な り独 自な経 済 圏 を 示 して い るか らで あ る。 首都 圏
の中 で,経 済 機能 を独 自に分 担 し都 市 と して の活 力 あ る性 格 を果 して い
るの で あ る。 したが って 首都圏 の中 で の横 浜 の性 格 を改 めて 考 え る必 要
が あ る と思 う。
首都 圏 にお け る経 済 の 高度化,国 際 化,ソ フ ト化,サ ー ビス化 の新 し
い社 会 潮流 が急速 に進 んで い る。 また情報 機 器 分 野 の技 術革 新 に支 え ら
れ て,高 度 情 報化 も進 んで い る。いま や多 種多 様 な情 報 通信 シ ステ ムが,
産 業,社 会,市 民 生活 に対 して もイ ンパ ク トを 与え,都 市 の安 全性z快
適 性 の 向 上 を もた らす 時 代 を作 りつ つ あ る。 技 術 革新 に基 づ く異 分野 技
術 の融合 を契 機 と して,異 業種 の融合 も進 み,新 技術 に立脚 した新 しい
産 業 群 も生 まれ て い る。
技 術 革 新 と高度 情報 化 の発展 は,企 業 経 営 の高度 化 を要 求 す る。 情 報
関 連 企業 は,単 な る省 力化 や生産 性 の向 上 だ けで な く,多 品種 少 量生 産
な ど多 様化 す る消費 者 ニ ー ズに的確 に対 応 した製 品 の製 造 ・販 売 体 制 や
サ ー ビスの提 供 の システ ムを確 立 しっ つ あ る。 さ らに異 な った企 業 間,
異業 種 間 に おい て は,流 通,輸 送,決 済 等 多 目的 の情 報 ネ ッ トワ ー クの
形 成 が進 み,業 種 業 態 変化 を加速 化 させ て い る(横 浜市企画財政局,rよ
こはま21世 紀プラン』1989年11月)。
高 度情 報 化 社 会 の進 展 は,大 都 市に み られ る。 とい うの は情 報 の価値
が高 ま り,沢Lhの 情報 が集積 して い るか らで あ る。 と くに東 京 へ の経 済
機能 が進 ん で い る。情 報 の分散 化 へ の道 で な く東 京 一極 集 中 の道 が進 ん
で い る。 この点 を どの よ うに改 め るか も大 きな課題 で あ る。
3大 都 市 圏 は,事 業所 数,従 業者 数 粗 付加 価 値 額 で,そ れ ぞ れ全 国 の
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40%以 上を 占め・ それ ぞ れ の伸 び率 を み て もf全 園 平均 をか な り上 回 っ
て い る・ 経 済 力 の一 極 集 中 は情 報 シ ステ ムに も現 わ れ て い る
。 この点,
今後 の課題 で あ る。
首都圏 の中 で注 目す べ き点 は,東 京 都 区 部 の経 済 力 をみ る と,人 口で
27.6%,事 業所 数 で は46 .1%,上 場 企 業数 で は45 .5%を 占め,高 度 情 報
化社 会 の中 で都 区 部 は経 済力 の 中枢機 能 を ます ます 集 中 させ て い る。 こ
こ には,都 市圏 へ の経 済 力集 中 を どの よ うに分 権化 す るか が た えず
,主
要課 題 で な けれ ば な らな い。 技 術革 新 は,地 域経 済 の不均 等 発 展 を もた
ら し,各 自治体 に お け る市民 自治 を通 じて,こ の課 題 を た えず 自 らの政
策 の 中 に ビル トイ ン しな けれ ば な らな い。 また大 都 市圏 に お け る事業 所
数 ・従 業 者 数 の動 向 を み て も,首 都 圏 に そ れ ぞ れ23 .2%,27.0%集 中
し,阪 神 圏 を引離 して い る(第3表)。
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資料=『 横浜市 事業所統 計調 査』1986年
首都圏,阪 神圏,中 京圏1政 令指定都市及 びその圏 内の政令指定 都市への通勤 ・通学者 の
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資料:国 勢調査r横 浜lli・}{業所統 汁』1987年
に対 して展 都 を主張 す るの は,首 都 圏 にお け る役 割 分担 と,・都i};f能 の
首都 圏 にお け る分 散 化,分 権 化 を独nに 実 践 して い る表明 で もあ る。 こ
の点 は,東 京 都 区部 の比 重(第4表)を み る とわ か るよ うに,製 造 業 は昭
和56年40.8%か ら昭 和61年 の35.2%へ 低Fし,建 設 業 も,452%か ら
41.7%へ 低 下 し,運 輸 ・通 信 業 にお い て も,52.9%か ら48.8%へ 低 ド し
て い る。一 ノ∫横 浜 は,眞 都 圏 にお いて,東 京 に次 ぐ人 口集 中地 域 で あ り・
同時 に東 京 都 区部 に次 ぐ経済 集 積 機能 を もっ よ うに な って い る。 そ の点
で,技 術 革新 に基 づ く情 報 社 会 化 につ い て も独rlの 機 能 を 目指 して い
る。 と くに 「産 業 構造 と して は,横 浜 港 を中心 と した物 流 機能 と京 浜.ll
業地帯,横 浜 内 陸部 の製造 業 の集 積 によ る生 産機 能 に優位 性 を持 って い
る。 横 浜 は事 業 所数,従 業 者数 と もに順調 に増 加 して お り,今 後 の 首都
圏 の持 つ機 能,役 割 の 高度 化 に伴 い,そ の機 能 を分担 して い くなか で・
一 層 の成 長 が 期待 され る」(横浜市経済局 『よこはま経済のあ らま し』1990年)
と。 この指 摘 は要 を え て い る。
首都 圏 の 中 の横 浜 を位 置づ け る こ とは,首 都 圏 へ の経 済 力 の集 中で は
な く,首 都 圏 の 中 で の横 浜 の経 済 力 の独 自性 を位 置 づ けなが らそ の役 割
機 能 を位 置づ け る と同時 にそ の メ リッ トを明 らか にす る こ とにあ る。
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(2)横 浜産 業 構 造 の 基本 動 向
横 浜 の産 業 構 造 は工業 化 に基 づ く都 市化 か ら技 術 革新 に基 づ く高度情
報社 会 へ の転 換 の中 で,変 動 した。 それ は産 業構 成 の変 化 に表 われ て い
る。 第1次 産 業 の割 合 が極 端 に低 く,第2次 産業 が相 対 的 に高 く
}第3
次 産 業 の割 合 が か な り高 くな って い る。
横 浜 市 の産 業 大 分類 別 事 業所 数 構成 比 を み ると(第5表) ,第1次 産 業
儂 林漁業)0.1%,ち な み に全 国 の構 成 比0.3%よ り低 い。第2次 産 業(鉱
業,建 設業,製 造業)17.5%で 全 国 の構 成 比21 .7%よ り低 い。 しか し10大
都 市 と比 べ る と高 い方 で あ る。 第3次 産 業 は82 .4%で 全 国 の構 成 比 が
77.9%で あ るか ら,か な り高 い。 産 業別 従 業 者数 の構 成比 を み る と
,第
1次 産 業0.1%,第2次 産 業30 .0%,第3次 産 業69.9%で あ り,第3次
産業 を除 いて,全 国 比 と比 べ て低 い。 こ こで も第3次 産 業 の ウ エ_ト が
高 い。生 産 額 の構成 比 を み ると,第1次 産 業0 .1%,第2次 産 業32.6%,
第3次 産 業63.5%で あ り,第3次 産 業 の構 成比 の割 合 が 高 い。
第5表 産業大分類別事業所数 ・従業者数 ・生産額
事 業 所 数
一 卍
従 業 者 数



























一四　 _㎜ }一 一
第1次 産業 0.1 0.3 0.33 0.1 0,510.22 a.i 2.9 0.03
農 林 漁 業 4.1 0.3 0.33 D.1 0.5 0.22 0.1 2.9 a.os
第2次 産業 17.5 21.7 o.si 30.0 33.6 0.89 32.6 37.1 0.88
鉱 業 0.0 0.1 111 0.0 o.z 111 0.0 Q.4 111
建 設 業 8.1 8.6 0.94 9.5 8.8 1' 8.9 7.5 1.19
製 造 業 9.4 13.Q 0.72 20.5 24.6 0.83 23.7 29.3 1
第3次 産業






















卸 ・小 売 ・飲 食 45.E 45.4 0.99 29.1 ・ ・
i
1.Oii11.6 13.2 1..
金 融 ・ 保 険 1.5 1.4 x.07 3.3 3.3
11
.00 4.3 5.5 1
不 動 産 7.9 3.8 1:
i2」1
.3i 1.62 12.7 io.a 1.27
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私 た ち は,さ きに,横 浜 の第2次 産業 の構成 比 は,毎 年 わ ずか に減 少
して い るが・そ れ は他 の10都 市 と比 べ て 高 い とか いた。そ れ は,従 業 員
構 成比 が 高 い とい う ことで あ り,全 国 平均 で は3.6%低 い とい う こ とで
あ る。
業 種別 に構 成比 を み る と,事 業 所 数 で は卸 ・小 売 ・飲 食 業45 .0%,
サ ー ビス業24・0%・ 製 造 業9 .4%,建 設 業8.1%の 順 にな って い る。従 業
者数 で は,同 じく卸 ・小 売 ・飲 食業 が 高 く,29 ..1%,次 いで サ ー ビス業
24・0%・ 製 造 業20・5%,建 設 業8 .1%と な って い る。 生 産額 でみ る と,
製造 業が トップで,2.3.7%,サ ー ビス業23」%,働 産 業12 .7%,運
輸 ・通 信 業9・5%の 順 にな って い る。ここで わか る こ とは,従 業者 数}事
業所 数構 成 比 で は,卸 ・小 売 ・飲 食 業の 比 電が 人 き く,生 産 額 の構成 比
で は,製 造 業 の比 重が大 きい と い う ことで あ る。
1990年 倖 成2)年 に公1二1」した横 浜 経 済局 の 『よ こは ま経 済 の あ らま
し匪 で はs次 の よ うに,横 浜 の産 業構 造 を性 格 づ けて い る。
「我 が国 全 体 の産 業構 造 に比 べ,横 浜 が特 化 して い るの は運 輸 ・通 信
業・ 不動産 業で あ る。 国 際 的貿 易港 で あ る 「横 浜港 」 を中心 に物質 の移
動 が 多い こと と,都 市開 発 の進 展 と人 口 の流動 量が多 いた め,こ れ らの
関連 産 業が 集積 して い る」
この指摘 は 一・面 で は 妥IL1.性を も って い る。 だが 私 た ち は,製 造 業の比
重が 人 きい こ とに注 目 した い。 第7表 の業 種 別 事業所 数 従 業 者数,製
造 品 出荷 額 付 加1此fi値額 の す べ て の面 で電 機 産 業 の構 成 比 が そ れ ぞ れ
17.6%,28.6%,28.6%,30.6%と 第1位 を 占め て い る。 それ だ けで な
く・ 一般 機 械 輸 送機 を 含 め加Ll組tY1[!産業 の比 重が か な り高 い。 こ う し
た産 業 が横 浜 の 中 軸1%と な って技 術 革新 に基 づ く高度 情報 社 会 の基 本
分野 を形 成 して い る とい って よ い で あ ろ う。
な お,こ こで製 造 品 出荷 額 等 の規模 別 割 合 を み る とa従 業 員300人 以
Lの 事業所 が,57.9%を 占め,出 荷 額 にお け る大規模 事業 所 の割 合が 高
い。横 浜 市 のL業 の特 色 は,人 規 模 事業所 の割 合 が 大 きい とい うこ とで
1980年代の横浜経済の構造変動と港湾経済の研究27(244)
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資料:横 浜市総務局 『昭和63年 工業統計調査結果報告』1988年





































































































































あ る といえ る。 事 業所 数 で は,12%の 割 合 の事業 所 が,出 荷額 で は約
60%近 い。 少 数 の大 企 業 が生 産 の 巾心 を担 って い る といえ る。300人 以

























浜 の工 業 は,大 規模 事 業 所 中心 の構 造 にな って い る(第8表)。
工業 の地 域分 布 を従 業者 数 で み る と,臨 海 部 で は}鶴 見 区14%,神 奈
川 区5.1%,金 沢 区7.4%が 目立 ち,内 陸部 で は,港 北 区23・7%・ 緑 区
12.4%,戸 塚 区 の4.7%と 比 重 が高 い。従 業者 数,事 業 所 数 の工 業地 域 分
布 をみ る と,出 荷 額等 の構 成 比 で は12.7%で 第2位 で あ った港 北 区 が 第
1位 で あ る(第9表)。
な お こ こで従 業 者 規模 別 事 業 所数 の推 移 を み る と(第10表)1981(昭 和
56)年 の112,350事 業所 か ら1986(昭 和61)年 の117,945事 業所 数 へ と
5.0%増 加 して い る。 この5年 間 の年 平均 増 加 率 は1.o%で あ り,堅 調 な
伸 び率 で あ る。 従 業 者総 数 も同 比較 年 次 で1034,801人 か ら1135,240人
と9.7%と 増加 し,こ の5年 間 の平 均 伸 び率 は1.0%で あ る。さ らに従 業
者規 模 別 にみ る と,30人 未満 の事 業 所 が94.7%を 占め,1～4人 の零 細
事 業 所 が62.3%と な って い る。100人 以 上 の 事業 所 は1,250事 業 所 で,
全 体 の1.1%に す ぎな い。1981(昭56)年 の調 査 と比較 してみ る と・事 業
所 全 体 の増加 率 は前 に指 摘 した よ うに5.0%で あ るが,そ の うち10～29
人 規 模 の事 業 所 の増 加率 は19.1%で トッ プを示 し,30～99人 規 模 の事
業 所 で は,14.3%増 加 し,300人 ～1,999人 ま で の 規 模 の 事 業 所 で は
20.9%の 増加 率 で あ り,中 ・大規 模 の事 業所 の増 加率 が 目 、乞って い る。
第10表 従業者規模別事業所数(総 数)
一 　一 　
昭 和61年 前 回 増 加
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逆 に2000人 以 上 の事 業所 の増 加 率 は減 少 して い る。産 業 別 事 業 所 の動
きをみ る と,旺 盛 な住 宅投 資,同 関連 投 資,消 費需 要 に支 え られ て不動
産業,サ ー ビス業,卸 ・小売 業 の小 規模 事 業 所 の割 合 が高 い。
一 方 ,行 政 区 別 にみ る と(第11表),神 奈 川 区,南 区,保 土 ケ谷 区 で事
業 所 が減 少 し,鶴 見 区,南 区,保 土 ケ谷 区 で は従業 者 数 が減 少 した。『よ
こはま経 済 の あ らま し』 に よ る と 「増 加寄 与 率 でみ る と事 業所 数 従 業
者数 と も人 口増 加 の多 い周 辺 区,郊 外 区 の増 加 が著 しい。 なか で も,緑
区,港 北 区,金 沢 区,戸 塚 区 で は事 業所,従,業 者 と もに10%以 上の増 加
寄 与 率 とな って い る。」また緑 区 で は,事 業所 数,従 業 者数 と も,そ れ ぞ
れ33.5%,28.2%の 大 幅 な増 加 率 に な って い る。市周 辺 部へ の増 加 率 が
著 しい こ とが わ か る。
③ 横 浜市 中小企 業 の基 本動 向 と課 題
ここで中小 企 業 の動 きにふ れて お くと,周 知 の よ うに,中 小 企業 の定
義 は工業 運 送 業等 に お いて従 業員300人 以 下,又 は資本 金1億 円以下 の
企 業,卸 売 業 で従 業員100人 以 ド,又 は資本 金3千 万 円以 下 の企 業,小
売 業 ・サ ー ビス業 に お い て は従 業 員50人 以 ¶ド,又 は資 本 金1千 万 円以
下 の 企 業 を い う。 中 小 企 業 の うち零 細 な ・'を小 規 模 企 業 とい って い
る。 中小 企業 基本 法 第23条 で は,工 業 ・鉱 業等 で従 業 員20人 以 下,商
業 ・サ ー ビス業 で は従 業 員5人 以 下 の企 業 を小 規 模 企業 と定 義 して い
る。
第1次 産 業 を除 いた横 浜 市民 営 産業 の総 事業 所数 は1986(昭 和61)年,
116,106で,こ の う ち99%が 中小 企 業 で あ る(第12表)。 製造 業 出 荷額 の
41.5%が 中 小 企 業 で 占 め,小 売 業 で は中 小 小 売 業 者 の67.4%が 販 売 を
担 って い る(第13表)。 だが,付 加価 値 生産 性,1人 当 りの商 品販 売額 で
は大 企 業 と比 べ て,そ れ ぞれ66%,44%と 低 い。 さ らに1988(昭 和63)
年 の1人 当 た り販 売額 を み ると,大 商店 を100と した場 合 中小 規模44,
小 規模34と 低 い(第14表)。 ま た製 造 業 の 出荷額,付 加価 値 額 生 産 性 を
{239)












































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































み る と,中 小 企 業 と大 企業 との規 模 間 の格 差 は54～66対100で あ る(第
15表)。 例 えば}大 事業 所 を100と した場 合,1982(昭 和57)年100対54,
1987(昭 和62)年 に は100対66で あ る。 この格 差 を どの よ うに縮 小 して
い くか もひ とっ の課 題 で あ る。 また小 規 模 企業 が事 業 所数 の4分 の3を
占め,従 業者 数 の4分 の1を 占めて い る。 この点 で 中小 企 業 が横 浜 市経
済 を担 って い る。横 浜 経 済 の構造 変 動 の 中 で,中 小 企 業 は,大 きな転 換
を迫 られて い る。 それ は中小 企 業 の経 営規 模 とい う量 的拡 大 を求 め る こ
とよ りは,中 小企 業 の もつ メ リッ トを伸 ば 〔、,「質 的 転換 」を通 じて生 産
費,流 通 費 の合 理化 を はか り,産 業構 造 の転 換 に対 応 して い く必 要 が あ
ろ う。 また今 後 の中小 企業 の あ り方 にっ いて,『 よ こは ま経 済 のあ らま
し』(前 掲 書)に 基 づ いて整 理 し,私 見を述 べ た い。
中小 企 業 は小 さい組 織 で運 営 され るた め,企 業活 動 の た めの情 報 収集
の面 で 限 界が あ る。 したが って中 小 企業 の質 的 発展 のた め に は情 報 収 集
の た め に共 同化 に よ って情 報 の資 金 負担 の軽減 を はか り,情 報 交換 の場
づ くりに積極 的 に取 り紐 む こと にあ ろ う。 と くに最 近 はか な りの情 報 量
を蓄積 して い る公 的機 関 な どを活 用 す る こと も中小 企業 に と って必 要で
あ る。 そ れだ けで はな い。 人学 の理L系 卒 業 者,関 連 企 業 の技 術,ノ ウ
ハ ウを もて るよ うな 若者 に就職 して 貰 う条 件 を整備 す る ことは人 切 で は
あ るま いか。
1980年 代 の技 術 革 新 の 急 速 な進 展1よ 従 来 の技 術 体 系 の性 格 を 変 え
た。 消 賞者 の所得 の相 対 的上 昇 とと もに消 費者 の ニ ー ズ も多様 化 し,高
度 化 した。 生 産者 側 も従 来 の 大量生 産 の 画一 方式 か ら多 品種 少 量生 産 方
式 へ経 営 方針 を変 え た。 消 費 者 は,新 しい多 彩 なT-IC7Cll-lyサー ビスを求 め
る よ うに な った。
この よ うな経 済 環 境 の 変 化 の中 で,大 企 業 分 野 に比 較 して 中 小 企 業
は,そ の事 業分野 も狭 く,技 術 力,マ ー ケ ッテ ィ ング,広 告宣 伝,資 金
力 にか な りの遅 れ を も って い る。 した が って こう した限 界 を克 服 す る方
式 が,異 業 種交 流 で あ る。





















































































































































































































































































































































































異 業種 交 流 は,異 った業種 企 業 間 で交 流 を 目的 と した第1段 階,開 発
に取 り組 む第2段 階か ら,開 発 の成果 を結 実 させ丁 事業 化 を行 う融 合化
の第3段 階 へ入 りっつ あ る。全 国 で は,700グ ル ー プ,約20,000社 が異
業 種 交流 プ ラザ に参 加 し,横 浜 市 内 で は,25グ ル ー プ,1200社 が活 動 を
して い る。 横 浜市 施 策 によ る異 業種 交 流 グル ー一プは357社(第16表)で
あ る。
一 部 の中小 企 業 は業 際 分 野 の技 術 や製 品 を開 発 した り,新 市場 へ の販
路 を 開拓 しっ っ あ る。 もち ろん こ う した異業 種 交流 に基 づ く融合 化 の問
題 は,中 小企 業 の新 しい経 営戦 略 で もあ り,経 済 の国 際化,情 報 化,サ ー
ビス化 に対 して いか に対 応 す るか を迫 られ た もので あ る。 今後,国,神
奈 川 県,横 浜 市 な ど の公 的機 関 が従 来 の 経 験 と蓄 積 をふ まえ て積 極 的
に,異 業 種 交流 の条件 づ く りを進 あ るべ きで あ ろ う。 す で に神奈 川 県 と
横 浜市 は異 業種 企 業 が 自由 に情報 を交 流 し合 う研 究 会(プ ラザ)の 活 動 を
支 持 して い る。 この点 を評価 すべ きで あ ろ う。
(4)横 浜先端技術産業 の課題
私 たちは,1980年 代 の横浜経済 の構造変化 を,一 方で世界経済 の ダイ
ナ ミズムの中での 日本経済 の構造変化 に求 め,他 方で横浜経済の実勢 の
変化 に求 めて きた。 そ こで は横浜経済 とい う地域経済 の地殻変動 は,同
時に 日本経済 の大転換 と共通 な連関性 を もって進 んでいることがわか っ
た。
私 た ちは横浜経済 の変動 の中 で東 京圏 とい う範疇 を無視 で きなか っ
た。 それ は,日 本経済 の国際化,情 報化,サ ー ビス化 の進展 の中で,企
業 の中枢管理機 能 を東京 に集 中 させ た ことで明 らかで ある。地方 都市
は,東 京一極集中か ら多都市分散型経済 の発展を要求 した。 と くに現在
の行財政機構 の中央集権体 制か ら地方分権体制への移行を求 めた。 すで
に地方都市 はそれぞれの地域 の特性 を生 か し,職 住接近の政策 を打 ち出
した り,地 域経 済の活性化を実現 しっつあ る。横浜市 もすでに 『横浜21
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世紀 プ ラ ン』(1989年)を 公Fl」した。 この計 画 は,経 済,社 会,環 境,文
化 等 の 市民 生 活 の各 分野 の施 策 を総 合 化 し,政 策 の理 念 と枠組 を体 系 的
に示 す ことに よ り,横 浜 の都 市づ くりをす す め る総 合 的 な社 会計 画で あ
る。1990年 か ら2000年 の11年 の計 画 で あ る。その第3項 で は,「技 術革
新 と高度 情 報 社 会 へ の 対応 」を設 け,「 成 熟 化,国 際 化,経 済 の ソ フ ト化
等 の新 しい社 会 潮 流 の 強 ま りを背 景 と して,ま た情 報 通 信分 野 の急 速 な
技 術 革新 に 支 え られ て}高 度 情 報 化 が進 ん で い る」こ とを 強調 して い る。
先 に指 摘 した東 京一一極 集 中 の是 正 と して は こ う対応 して い る。 す なわ
ち横 浜 が 首都 圏 の 中核 都 市を 目指 し,「 み な とみ らい21」 の プ ロ ジ ェク
トを実 現 し,国 際 コ ンベ ンシ ョ ン機能 を は じめ,業 務 ・文化 な ど多 岐 に
わ た る中枢 管理 機 能 を集 積 して横 浜 の 主体 性 を確 保 す る とと もに,首 都
機 能 分 散 の受 け皿 を担 う とい う点 に あ る,,も ち ろん そ れ を 支え て い るの
は市民 で あ り,市 民 の ニ ー ズ に基 づ いた横 浜 の 首都 圏 に お け る役 割 を展
(232) 1980年代の横浜経済の構造変動と港湾経済の研究39
開す ることにあ る。
横 浜市には,す でに191の 研究機 関が立地 し(第17表)全 国 で も有数
な研究所集積都市 とな って い る。 「研究 開発機 関 の集積 には地域 の関連
産業群への技術移転や高度 な技術水準 のニー ズの増加に よって技術 高度
化を促す効果,知 識集約的な就業機 会の創 出効果 を期待す ることがで き
る」(『よこはま経済のあらまし』横浜市経済局)
通産省 が昭和62年 に発 表 した 『特定産業実態調査報告書情報 サー ビ
ス業編』 は,職 業大分類就業者数の中の 専門的 ・技術的職業従 事者,管
理 的職業従事者 の推移 を示 した ものであ る(第2図)。 これによると,専













































































A:曳 ～1門的技術 的上識業従 事者
B:管 理 的職 業従 事～l
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成比 も1980年 の10.5%か ら85年 の14.3%に 増 加 して い る。 さ らに11
大 都 市情 報 サ ー ビス業 を比 較 す る と(第18表),東 京 都 が対 全 国 シェ アで
東京 都 区 部 が52.6%を 占め,大 阪 市10.8%,横 浜市7.5%を は るか に ひ
きはな して い る。
横 浜経 済 に お け る情 報 化 の発 展 は,す べ て の産 業 へ の知 識 集約 化 を促
進 す るだ けで な く,従 来 のハ ー ドウ ェアか ら ソフ トウェ アへ の情 報 産 業
を 中心 に,新 しい関連 産 業 の 需要 を創 り出 し,さ らに生 産 の高付 加 価 値
化 を導 出 して い く新 しい都 市型 成 長 産 業 によ って い る。 したが って こ う
した産 業 は80年 代 の横 浜 の産 業 構造 変 化 の中 で,先 導 的経 済機 能 を果
したの で あ る。
通 産 省 の前述 した報告 書 に よ る と,横 浜 市 の情 報 サ ー ビス業 を他 の大
都 市 と比 較 す る と,事 業 所数,従 業 者数 年 間売 上 高 にお いて,東 京都
区部,大 阪 に次 い で第3位 で あ る。 また1事 業所 当 りの従業 者 数,年 間
(Z30) 1980年代の横浜経済の構造変動と港湾経済の研究41
売 上 高 お よび従 業者1人 当 りの年 間売 上 高 は,そ れ ぞ れ4位,2位,3位
で あ り,横 浜市 にお け る情報 サ ー ビス業 の集積 が,他 の大 都 市 と比 べ て
も,か な り高 く,企 業 規模 の大 き さ,付 加 価 値生 産 性 が いか に高 いか が
わ か る。 この 点 に お い て,横 浜 の 情 報 産 業 は か な りの 発 展 の可 能 性 を
もって い る とい え る。
⑤ 横 浜 にお け るサ ー ビス経 済化 の問 題
1980年 代 の横 浜経 済 は,日 本経 済 の変動 に対 応 して,製 造 業 が大 きな
役割 を果 た して きた。 市 内総 生 産 の産業 別 構成 比 の推移 を み る と,1986
(昭和61)年 にお いて23%を 維 持 して い る。1976(昭 和51)年 の31.7%に
比 べ て低 下 して い るが,依 然 と して第1位 を 占めて い る・ だ が 日本経 済
の サ ー ビス経 済 化 の進 展 に対 応 して,横 浜経 済 のサ ー ビス業 は22.5%を
占 め,製 造業 に次 いで第2位 で あ り,1984年 か ら20%以 上 を 占 め るよ う
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050100%
1注D政 府サー ビス生産 者と対家計民間非営利 サー ビス生産 者を組
み替 えて各産 業に分類 した
哨.2}輸 人税(控 除1帰 属利rは 含 まない
{lli1リD横 浜llj総務局1昭 和61年 度横浜 市の 市民所得推 計糸1垂1果の概 要一
11.3%,運 輸 ・通 信 業9.2%,建 設 業8 .6%,電 気 ガ ス水道 業5.0%,金
融 ・保 険 業4.2%,公 務3.9%,農 林水 産 業0.1%で あ る(第3 ,第4図)。
サ ー ビス業 に金 融 ・保 険 業,公 務 を加 え る と,第1位 にな り,サ ー ビス
経 済 化 が急 速 に進 ん で い る こ とがわ か る。 『ヒュ ー マ ンポ ー ト横 浜 を め
ざ して』(「みなと経済振興懇談会Y新 産 業構造 ビジョン策定委員会」編集,1989
年5月 刊)に よれ ば,横 浜 産 業構 造 の変化 と してサ ー ビス経 済化 の進展 を
あげ て い る。 と くに増 加 の著 しい業 種 と して は,「 情 報 サ ー ビス業 ,専 門
サ ー ビス業 とい った都 市型 専門 サ ー ビス業,各 種 商 品小 売 業 ,医 薬 辞,・
医療 業,飲 食 料 品小 売'#1-,一 般 飲食 店 とい った生 活 関連 サ ー ビス業,総
合L事 業x不 動 産 業 とい った都 市開発 関連 産 業 」を あ げて い る。 さ らに,
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)内 の 人 数 は 昭 和41年 →61年 の 従 業 者 数
事 業所 統 計 調 査 各 年 版
5,000人 以上 の サ ー ビス業 の成 長 率 は10～20%以 上 で あ り,1,000以 上
5,000人 未満 の従 業者 数 のサ ー ビス業 の成 長 率 は,一 部 の企 業 を除 いて
10～20%以 上 で あ る(第5図)。
一一方
,1986年 の横 浜市 の事 業 所 統 計調 査 に よ って 市内 サ ー ビス業 の構
成 を み る と,同 年 のサ ー ビス業 全 体 の 事 業所 数 は27 ,212事 業 所 で従 業
者数 は221,593人 で,1事 業 者 当 りの従 業 者数 は8 .1人 で あ る。1978年
と比 べ る と,事 業所 数 で25.3%,従 業者 数 で46 .4%も 増 加 して い る(第
6図)。 サ ー ビス業 の中 で業 種 構成 を み る と,洗 濯 ・理容 ・浴 場業 が第1
位 で7,423(構 成 比27%)事 業 所 で,第2位 が 専 門 サ ー ビ ス 業5 ,368
(19.7%),第3位 が医療 業3,647(13.4%),第4位 は娯 楽業1 ,289(4.7%)
で あ り,以 下 旅 館 ・その他 の宿 泊所,そ の他 の事 業 サ ー ビス業 r駐 車 場
業 な どの順 に な って い る(第19表)。 この よ うにサ ー ビス業 は多種 多 彩 な
業 種 で あ る。従業 者 数 で は,医 療 業,専 門 サ ー ビス業,そ の他 の事 業 サ ー
ビス業,洗 濯 ・理 容 ・浴 場 業 な どの順 にな ってお りr一 方,1事 業 所 当 り
の従 業 者 数 で は,学 術 研 究機 関159.3人,保 健衛 生63 .3人,情 報 サ ー ビ
ス 。調査 ・広 告 業32.2人,教 育28 .4人 な どの順 にな って い る。1事 業
{226) 1980年代の横浜経済の構造変動 と港湾経済の研究45
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所 当 りの従 業者 数 を み る と,公 共 的,対 事業 所 サ ー ビス業 の規 模 が大 き
く,対 個 人 サ ー ビス業 で は規 模 が小 さ くな って い るのが特 徴 的 で あ る。
横 浜市 経 済 局 の1990年 の経 済 調 査 に よ る と こ うで あ る。 「昭和53年
か ら61年 まで の市 内 サ ー ビス業(民 営)の 産 業 中分 類 の事業 所 数 及 び従
業 者 数 の伸 びを み る と,事 業 所数 で150%,従 業 者 数 で約180%と 際 立 っ
て 高 い伸 び率 を示 した情報 サ ー ビス ・調 査 ・広 告 を は じぬ 産 業用 ・事
務 用機 械 器 具 を 中心 とす る物 品賃 貸 業,そ の他 の事 業 サ ー ビス業 等 の対
事 業 サ ー ビスの伸 びが著 しい。 こ う した対 事 業 所 サ ー ビス業 の成 長 は,
46商 経 論 叢 第28巻 第2号
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産業 活 動 の高度 化 等 に伴 う企 業 内 の サ ー ビス部 門 の増 加 を 外部 化 す る方
が・ コ ス ト ・機 能 的 に有 利 に な って きた た め と考 え られ る」 と。 もち ろ
ん コス トの面 で有 利 に な るだ けで は な く,企 業 に と って,生 産,流 通,
消 費 の総過 程 の 中 で,サ ー ビス の果 す役 割 が 大 き くな った点 に あ る。 生
産 に直結 した サ ー ビス業 と流通 ・消 費 に直結 した サ ー ビス部 門 の役 割 が
横 浜経 済 の特 徴 の ひ とっ に な って い る。
一方 対 個 人 サ ー ビス業 の成 長 率 は緩 慢 で あ る
。 また サ ー ビ ス業 は,横
浜 市内 のサ ー ビス業 市場 で の 自 己完 結 を して い るわ けで はな い。 例 え ば
納 情 報 サ ー ビス産 業 の受 発注 の動 きをみ る と,売 ヒ高 で は,県 内で 占
め る占有率 は,71.8%で あ り,東 京都 内企 業 の受 注額 に 占 め る占有 率 は
38・1%・ 神奈 川 県 内 企 業 の受 注額 に 占 め る占有率 は56 ,4%を 占め て い る
(第20表)。 と くに 目 、γつ の は,情 報 サ ー ビス産 業 は東 京 市場 にお いて高
い比 電 を示 して い る こ と も特 徴 的 で あ る。
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冬経済化 といわれ る流れ には2つ の側面が ある。第1は 産業構造 の構成
の中で,第3次 産業で働 く労働者数や投下資本額及 び この分 野での所得
な どが第1次,第2次 産業の分野 よ り急速 に成長 した点 にあ る。この点,
横浜経済 神奈川経済 において も共通 した傾向を示す よ うにな った。 第
2に,第1次,第2次 の各産業 の中で も,直 接生産 過程 より も流通過程 に
お ける開発,デ ザ イ ン,メ ンテナ ンスなどの方 に頭脳労働力 とコス トを
第22表 産業別市内総生産の構成比(50年 ～61年 度)
1産 業




(5)電 気 ・ガ ス ・水道 業
㈲ 卸 売 ・小 売 業
(7)金 融 ・保 険 業
(8)不 動 産 業
(9)運 輸 。通 信業
(1ω サ ー ビ ス 業
2政 府 サ ー ビス生 産 者
(].)電 気 ・ガ ス ・水道 業
{2)サ ー ビ ス 業
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資料:「 横浜 市の市民所得 」昭和61年 度版
(注)輸 人税 を含 み帰属 利子 を控除 してい るため,政 府 ・非営 利を含 む産 業別 の合計 は














要 す る。 したが って,ソ フ ト面 の方 が よ り多 くの付加 価 値 をつ くりだ す。
サ ー ビス経 済 化 の進 展 の 中で,注 意 しな けれ ば な らな い の は,製 造 業 ・
生産 を軽 視 す る とい う考 え を改 め るべ きで あ る。 サ ー ビス経 済 化 は モ ノ
の生産 を利 用 して供給 す る こ とに意義 が あ るの だ か ら,サ ー ビス経 済 は
モ ノの生 産 と連 関性 を も って発 展 す る こ とを理 解 すべ きで あ る。
ここで 改 め て1987年(昭 和62年)版 の大都 市 の産業 別 市内総 生産 構 成
比 に よ る と,横 浜 市 は,第2次 産 業 の比率 が32.6%で,第4位 で あ り,
第3次 産 業 の比 率 は70.3%で 第9位 で あ り,産 業 別 で はs建 設 業,電
気 ・ガ ス ・水道 業,不 動産,運 輸 ・通 信 業 の 占有 率 が上 位 に あ り,製 造
業,サ ー ビ ス業 の割 合 は中位 に あ り,製 造 業 にっ い て は,東 京 都,名 占
屋 市,大 阪 市 よ り上位 にあ り,サ ー ビス業 につ いて は,札 幌 市,東 京 都,
福 岡 市 に次 い で第4位 の位 置 に あ る。 と ころが11の 大 都市 の中 で,卸
売 ・小売 業,金 融 ・保 険 業 は,下 位 に位 置 して い る(第21表)。 第3次 産
業 が,11都 市 の中 で9位 に あ る とい う こ とは,製 造 業 の比 重 が 中位 を 占
め て い る こ とに もよ る。だ が,第3次 産 業 の比 重 が70.3%を 占 め る よ う
にな った こ と は,横 浜 経 済 が サ ー ビス経 済 化 に進 ん だ こ とを意 味 す る。
さ らに 「横 浜 市 の 市民 所 得 」1986(昭 和61)年 度 に よれ ば,第3次 産 業
の比率 が,1980(昭 和55)年 に65.5%に 対 して1986(昭 和61)年 に は
70.4%に 上 昇 して い る。 一 方,製 造 業 は,1980年 に は28.4%の 割 合 で
あ ったが1986年 に は,23.7%へ 低 下 して い る(第22表)。 この表 を みて
も,サ ー ビス経 済化 が進 行 して い る ことが 明 らか で あ る。
こ こで1980年 代 の横 浜 経 済 の構 造 変 化 の特 徴 は,サ ー ビス経 済化 の
進 展 にあ る とい って よ いで あ ろ う。
サ ー ビス経済 化 の中 に注 目 した い点 は,情 報 ・知 識集 約 型 の産 業 の比
重 が高 ま った ことに あ る。 例 え ば製 品 につ いて もフ ァ ッシ ョン性 や個性
的 デ ザ イ ンが高 ま った り,コ ンピ ュー ター につ いて は,い うまで もな く,
ハ ー ドウ ェアよ り も ソフ トウェ アの売上 高 比 重 が増 大 す るな ど,多 様 な
イ ンテ リジ ェ ンス の形態 を と った サ ー ビスの要 素 が重 要 視 され る よ うに
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な った。 こ う した現象 を ソ フ ト経 済 化 とい って もよ い。それ は,消 費者,
需 要 者 の感 性 と知性 に訴 え る中 で,新 しい付 加 価 値 を作 りだ そ う とい う
企 業の経 営 形 態 で あ る。 サ ー ビス化,ソ フ ト化 が 要求 され るの は,従 来
の 重厚 長 人 型 産 業 か ら軽 薄短 小 型 産 業 へ の構造 転換 の内容 を示 す もの で
あ る。 い ま ソ フ トノ ミック ス化 の進 展 の 中で,生 産 者側 に求 め られ て い
るの は,省 資 源 を どの よ うに進 め るか,環 境 にや さ しい開 発 を どの よ う
に進 め るか,市 民 の多様 で 多彩 な ニ ー ズに どの よ うに対応 す るか,さ ら
に 日本 の情 報製 品 が他 国 に どのよ うに受 け人 れ られ るかaっ ま り ソフ ト
ノ ミック スの国 際 協調 を どの よ うに はか るか,な どの課 題 が あ る。 と く
に消 費 者 の ニ ー ズ に対応 す るた め に,製 品計 画 の あ り方,ア フ ター ・ケ
ア に対 して,た え ず フ レッシ ュな知恵 と技 術 を どの よ うに しぼ って い く
か,開 発,デ ザ イ ン,情 報,メ イ ンテナ ンスが,製 品販 売 の 面 で ます ま
す 重要 に な る。 そ れが ソフ ト経 済化 で あ り,サ ー ビ ス経 済化 で あ ろ う。
横 浜経 済 に お い て も,80年 代後 半 か ら今 日 まで,サ ー ビス経 済 化,ソ
フ ト経 済 化 が進 展 して い る。 それ は.こ の分 野 にお け る企業 家 の起 業精
神 と知 的労 働 力の たえ ざ る市民 サ ー ビス精 神 に よ って,そ の 発展 を 口∫能
にす るで あ ろ う。 サ ー ビス業 と は,モ ノの生産 と間接 に連 動 した,人 間
の知 的 労 働 の生 産 の無 限 の 口∫能 性 を も った 企業 で な け れ ば な らな い
。
サ ー ビス経済 化 は,80年 代 の横 浜経 済 の構 造転 換 の ひ とっ の特 徴 を示 す
もの とい って よ いで あ ろ う。
4横 浜港貿易の発展と港湾経済の構造変動
(D横 浜 港 の基 本 動 向 と課題
1980年 代 の=横浜 経 済 の構i造変 動 は同 時 に港 湾 経 済 の 構造 変 動 を もた
ら した。 それ は港 湾 機 能 の 強化 と して 主張 され て きた。 こ こで は,ま ず
横 浜 市企 画財 政 局編 集 の 『よ こは ま21匿 紀 プ ラ ン』(1988年11月 刊)に
お いてrf∫は港 湾 機能 の強化 を どの よ うに 展開 して い るか を整理 し,コ メ
ン トす る と ころか ら分 析 を は じめ よ う。 で はなぜ この 方法 か ら始 め るか
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で あ る。 そ れ は きわ めて現 実 的 で あ る と同 時 に具 体 的諸 施 策 と結 び つ い
て い るか らで あ る。 そ の背 景 に は,横 浜 貿 易 の発 展 と港 湾 経 済 の構 造 変
動 の歴 史的蓄 積 と港 湾施 設 の あ り方 につ いて の経 験 的実 証 的分 析 と経 験
が あ るか らで あ る。 つ ま り港 湾 経 済 に対 す る た ん な る現 実 的 対 応 で な
く,従 来 の横 浜 経 済 の基 盤 整備 と して の経 験 的 実証 的蓄 積 の うえ に 、1っ
た現 実 的対 応 を も って い るか らな ので あ る。 で は問題 を進 め よ う。
第1に,横 浜港 は,わ が国最 大の国 際 貿 易港 と して 発展 して きた。 こ
れ まで の横 浜経 済 の発展 に港 の 果 した役 割 は大 きい。 と くに横 浜港 は,
歴 史的 に東京 圏 を広 大 な ヒ ン ター ラ ン ドに もっ物 流 拠点 と して わ が国 を
代 表す る商業 港 で あ るのみ な らず,京 浜 ・根 岸 湾 工業 地帯 を擁 す る1業
港 と して の顔 を もっ総 合港 で もあ る。 前 者 は,商 品 流 通 の拠 点 と して の
性 格 を もち,後 者 は生 産 拠 点 の 延 長 線 ヒと して の 性 格 を も って い る。
1988年 の 取 扱 貨 物 量 は 約1億1463万 ト ンで こ れ らの 貨 物 の う ち 約
3.6%は,市 の管 理 す る公 共ふ 頭 で取 扱 わ れ て い る。そ の宝 な貨物 は 自動
車 な ど輸 送機 械,金 属機 械 等,付 加 価 値 の 高 いL業 品 で あ り,港 湾統 計
に よ ると,外 国 貿 易額 は22年 間連 続 全 国 一を 誇 って い る。だが最 近 の成
田 ・羽 田 の空 輸 に お け る付 加 価 値 高 の 大 き さ は横 浜 港 に迫 って い る と
い って よ い。
港 は横 浜 経 済 の生 産,流 通,消 費 の連 関 性 の性 格 を もっ と同時 に,港
の存在 は,横 浜 の 都 市 文化,ll眠 意 識 の形 成 の ヒで も大 きな役 割 を 果 し
て きた。 横 浜 市民 に と って港 は物 の流 れ の基 地 と して だ けで な く開 か れ
た心 の流 れ の基 地 で もあ った。 この点 か ら考 えて も今後 横 浜港 の振 興 に
あ た って は,経 済r文 化,環 境 等 市民 の ニ ー ズに基 づ い た総 合 的 視 点 に
、γった政 策 を必 要 とす る。 と くに港 湾経 済 が 市民生 活 向 上 に どの よ うに
関連 して い るか を問題 意 識 と して もた な けれ ば な らな い。
第2は,横 浜 市 の経 済 発 展 を 支え て きたひ とっ の有 力 な軸 は横 浜 貿 易
の振 興 にあ った。
と りわ け1980年 代 に な って 世 界経 済 の 「一 体化 」の進 行,経 済 の グ ロ
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バ リゼーシ ョンの進展 の中で,商 品,資 本,サ ー ビス,技 術,人 の移動
が活発化 した。 とりわけ市民生活 の国際化 の定着 は貿易構造 を大 きく変
えた。 それ は商品 の国際流通 の敏速性 に象徴 され,と りわ けコ ンテナ化
に代表 され る流通革新を進 めた。 国際流通 の革新 は,一 方では流通 の合
理化 であ り,港 湾労働の 「近代化」であ りf港 湾経営の 「近代化」 で も
あった。つ まり貿易構造 の変化 とコンテナ化 に基づ く物流 の革新 は,物
流の高度化 と多様化を もた らした。 こう した潮流 に横浜港が いかに対応
し,市 民 ニー ズの物流 を展開す るかにあ った。 その ことが横浜港 におわ
された第2の 課題であ る。
第3に 産業構造 の激変 に基づ く輸送構造 の変化に横浜港が どのよ うに
対応す るか,と くに従来 の港湾施設 のままでいいのか どうかがたえず問
われて きた。港湾管理 者にとって,70年 代後半か ら80年 代 にかけて,ま
た80年 代 にはい って老朽化 した港湾施設 の機能 を改 善す るために大 事
業 を着実 に進 め ることを課題 と したの は当然の ことで あ った。 その場合
市民 と港湾のあ り方が問われ,市 民 のニーズだ けで な く環境 のあ り方 も
問われた。つ まり市民の要求す る親 しみのある港,市 民 の経済力を高 め
る港,文 化性豊か な港を作 るとい う視点か ら港湾施設の機能 の更新 ・転
換を迫 られたので ある。現 に,こ の課題に対応 しつつあ る。この課題 は,
文化 ・環境 の誇 りを もった港湾の改造,創 造 にある。この点 は21世 紀を
目指 した横浜港の課題 でなければな らない。 と くに環境保全を重視 した
港湾機能 の充実であ るべ きであ る。
第4に 横浜 市民 の生活が多様化 し,多 彩化す る中で,改 めて横浜港の
機能を考 え るべ きである。横浜 市民が求 めているの は,港 との共有性 を
もち,港 が 市民 の共有財産 であ るとい う認識であ る。 したが って活力の
ある横浜経済の発展 に基づ く貨物輸送構造 の変化に対応 した市民生活 の
充実 を具現化 す るためには,物 流,港 湾業務,生 産 の市民 的実現化,生
活充実 の実感 市民 の心 にふ れた港 の文化性 の共有 のあ り方等,多 様 な
機能 を調和 した総合的港湾空間 の形成 を不 可欠 と している。
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こ う して み る と,横 浜経 済 の構造 変 化 に対 応 した横 浜 港 の あ り方 は,
市民 自治 に基 づ く多 彩 な機能 を強 化 し,港 の多様 性,高 度 化 を どの よ う
に 具現 化 す るか に あ る。
私 た ち 自身,港 湾 局 の 案 内 で,何 度 か 海 か らの横 浜 港 を観 察 した。
1992年7月31日,横 浜港 の環 境 整備 の視 点 か ら約1時 間,港 湾 の 景観
を海 か らみ た。10年 前 とはす っか り変 わ った。景観 に配慮 した港 を み て
驚 い た。 私 た ち は改 め て 港 の 機 能 の あ り 方を ど うす れ ば よい か を 考 え
た。 国 内 にお いて は神 戸 港,名 古屋港7東 京港,福 岡港,そ の他 の港 を
海 か らみ た。 だが,こ の横浜 港 の歴 史的個性 と未 来へ の展 望 を 改 めて認
識 した。 もち ろん,横 浜 港以 外 の港 に も歴 史 的個 性 が あ り,そ れ な りの
物 流 の拠 点 と して ま た 市民 のふ れ あ い の場 と して港 の性 格 を も って い
る。 神 戸 港 が 市民 の文化 と直結 した 考え 方 を導 入 した点 も評 価 した い。
同 時 にわ が横 浜 港 が歴 史性,文 化 性,市 民 性 を高 め て い る こ と も評価 し
た い。 この点 は感 性 的認 識 の領域 に と どめ た い。
と ころで,こ う した横 浜港 の発展 に と って重 要 な課 題 は,前 述 した よ
うに 市民 ニ ー ズ と企 業 ニ ー ズに基 づ く総 合 的 な経 営視 点 に立 った港湾 整
備 を進 め る こ とにあ る。今後 の港 湾経 営 は,物 流機 能 と港 湾 業 務,商 業,
市 民 利 用等 との調 整 と創 造 を どの よ うに はか るか に あ る。 さ らに横浜 の
変 貌 す る産業 構 造 に対 応 した物 流 を適 確 に受 け とめ るた め に,港 湾 の整
備,す なわ ち ふ頭 や物 流 関連 設 備 を行 い}横 浜港 が国際 港 と して の機能
を 果 たす ため の条 件整 備 をす る こ とにあ る と思 う。 っ ま り横 浜港 が国 際
貿 易港 と して の拠 点 を市 民 ニ ー ズに即 して創 造 す る こ とに あ る と思 う。
ここで横 浜港 が いか に世 界 に開 かれ て い るか を啓 蒙 的 に紹 介 して お く
(横浜港振興協会編r横 浜港,ガ イ ドブック」,1990年 版)。 航 路網 は,北 米,
ヨー ロ ッパ 航 路 ば か りで な く,東 南 ア ジア,中 近 東,ア フ リカ,中 南米
航 路等 世 界 の殆 ん どの_.i'要国 と結 ば れ,取 引相 予 国 は150ヵ 国 以上 で あ
る。 さ らに横 浜 港 は,コ ンテ ナ ・自動 車 ・プ ラ ン ト ・鉄 鋼 ・木 材 ・石
油 ・青 果 ・食 品等 あ らゆ る種 類 の貨 物 を取 扱 え る施 設 を も って お り,貨
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物 の輸 出入 ・移 出入 ・定 期 ・不定 期 貨物 量 のバ ラ ン スもよ く,横 浜 港 に
望 まれ る オ ール ラ ウ ン ドの機能 を果 た して い る。
コ ンテ ナバ ー ス等近 代 的 な港 の設備 が s本 牧 ふ頭,大 黒 ふ頭 を 中心 に
整備 され,ま た,船 舶 ・貨物 ・施 設等 の 利用情 報 も コ ン ピュー タに よ っ
て 一 元化 され て い る。
ふ頭背 後 に は荷 さば き地,保 管 の拠 点 とな る上 屋,倉 庫 が 立並 び,横
浜港 独特 の歴 史 と伝 統 に培 われ た秀 れ た技術 と豊か な経 験 を も った港 湾
関係 者 が,荷 役 ・荷 さば き ・通 関 ・配 送 と い ったサ ー ビスを 「安 全 ・確
実 ・迅速 」 を 目標 に頑 張 って い るよ うで あ る。 この点 を評 価 した い。 も
ち ろん,今 後,港 湾 経 営者 と港 湾労 働 者 との間 に は,港 の機 能 強化,そ
の あ り方,手 続 き等 のy課 題 を もって い る。 両 者 に求 め られ て い るの は
時 代 に対 応 して,港 湾労 働 者 と市民 の ニ ー ズに基 いた港 湾経 営 を どの よ
うに充実 ・強化 す るか に あ る。
私 た ち は,こ こで,改 め て,横 浜経 済 の基 盤 整 備 の充 実 と して の港 湾
経済 を明 らか に しな けれ ば な らな い。 だ が,そ の 前提 と して 横浜 港 貿 易
の構 造 変 化 を分 析 す る こ とにす る。 とい うの は,横 浜 港 と横 浜 貿 易 は密
接 な関 係 を もって い るか らで あ る。
② 横 浜港 貿 易 の構 造変 化
a横 浜港 貿 易 の動 向 と性 格
横 浜 税 関発 行 の 『外 国 貿 易年 表』(1988年)に よ る と,88年 の横 浜港 の
貿 易実績 額 は,総 額8兆3,157億 円 で,全 国比14,4%で あ り,神 戸 港,
東京 港,名 占屋 港 を抑 え,全 国 トップで あ る。輸 出額 は,5兆9,273億 円
で,1984年 と比 較 して減少 し,輸 入額 は2兆3,884億 円 で,1984年 と比
較 してわ ず か に減少 して い る(第7図,第8図)。 日本 全体 の貿 易 は増 加 し
て い るの に横 浜港 貿 易 実績 が減 少 した の は,空 輸 な どに代替 した こ とに
よ る と考 え られ る。
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の横 浜港 の 主要輸 出 品別 の動 向 を み ると(第23表),輸 出 の トップ は自動
車 で14%,以 下事 務 用機 器8%9科 学 光 学機 器4.7%,VTR3.6%,自
動 車 部 品3.5%,半 導 体 等 電 子2.9%,写 真用 フ ィル ム プ レー ト2.8%,
金 属 加 工機 械2.5%,ポ ンプ ・遠 心 分離 機2.2%の 機 構比 に な って い る。
と ころが87年 に比 較 して,自 動車 ・同部 品,電 機機 器 な どの機 械機 器 類
の輸 出 が減 少 して い るの は,円 高 と貿 易 摩擦 に基 づ く相 手 国 の輸 入抑 制
策 によ る もの と思 わ れ る。
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一 方1988年 の 主 要 輸 入 品 目 の 動 向 を み る と(第24表)
,非 鉄 金 属 が
16.1%で トッ プ で あ り,以 下 乗 用 車7.1%,電 気 機 器5.4%,原 油 ・粗 油
3.6%,衣 類 。同 付 属3.3%,石 油 製 品3.2%,魚 介 類 ・同 調 製 品2.8%,
有 機 化 合 物2.5%,コ ー ヒー ・コ コ ア2.2%,果 実2.0%の 順 に な って い


























ニ ウムを 中心 とす る非鉄 金属 が対前 年比74%増 加 した要 因 は本研 究
ノー トの2で 展開 したようにアメ リカな どか らの内需拡大要求 による設
備投資 の影響 によるものと思 われ る。
乗用車の輸入が減少 して いるのは,当 時外車 への依存度 が低 いことの
現われである。目立 っ点 は,自 動 車の輸 出は輸入 に比べて約5倍 である。
横浜港貿易 において も,自 動車,電 気機 器な ど機械機器類の輸 出主導型
で,日 本貿易 の性格 を反映 して いる。 なおちなみに長期的 にみ ると・外
貿貨物 は,1970年 までは輸入が輸出を上回 っていたが,1971年 には じめ
て逆転 した。この傾 向は,1981～87年 まで続 いた。ところが1988年 には
再 び円高基調 や原油増によ って輸入が上 回 った。 なお注 目す べ き点 は輸
出の品 目別で は,10年 以上 も自動車が40%以 上を占め,そ の他 の機械 ・
鉄鋼 の3品 種で75%前 後を 占めた(第9図)。 横浜港貿易 におけ る輸 出入
の増加傾向 は,同 時 に関連企業 の需要拡大を もた らすだけでな く,横 浜
港 の貨物取扱高 の増大 を もた らし,港 湾整備 の拡大 を迫 って いる。 日本
貿易の大幅黒字基調 は,横 浜港 に もその縮図 として反映 されて いるが,
今後,よ り一層 の内需拡大 によ り,輸 入 品を増大 させ,貿 易 の均衡 を図
ることが要求 され る。 もちろん 自由競争 の論理 は,弱 肉強食 の論理 に通
















じる。 外 国製 品 が 競争 を通 じて質 ・量 と もに良 くな り,日 本 の消 費 者 に
歓迎 され る ことが望 ま しい。 またa円 高 ドル安体 制 の もとで は,輸 人 品
の価 格 が安 くな らな けれ ば な らな い。 とこ ろが 内外 価 格 差 が指 摘 され て
も,国 際価 格 と比 較 して輸 入品 の価格 低下 に連 動 しな い。 この点 今後 の
大 きな課 題 で あ る。
次 に前掲 書 の輸 出入 主要 国 ・品種 別 表 に よ り(第lo図)相 手 国 別 に み
ると…方 で輸 出で は ア メ リカが24,5%,韓 国7.7%,台 湾6.1%,中 国
5.6%,ド イ ツ5.2%,香 港4.6%zオ ー一・ス トラ リア4・2%,そ の他42・1%
で あ る。 こ こに対 ア メ リカ中心 の輸 出傾 向 を み る こ とが で き る。
他 方,輸 入 で もア メ リカが トップで21.5%,以 下 で ドイツ9・1%・ 韓
国82%,中 国7.4%,台 湾5.9%,オ ー一ス トラ リア5.1%,イ ン ドネ シ
ア3,7%の 順 で,そ の他39.1%で あ る。 輸 入 相 手国 で は ア メ リカ は もち
ろんで あ るが ドイ ツか らの 自動 車,電 気 機 器 が 目 立 って い る。 韓 国 か ら
は電 気機 器,衣 類,は き もの な どが 目 立 って い る。
b横 浜港 勢 の動 向 と課 題












































(資 料)横 浜 市港 湾}・ll『横 浜 港 統 計 年 報 ・1～189年
川1?
lil甲,,響 軍11置1,
匪.3,672り 総 ト ン
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計 年報 』 の入港 船 舶総 トン数 で み る と外国 船 は1億8 ,500万 総 トンで,
87年 よ り増 加 して い る。他 の6大 港(東 京,川 崎,千 葉,名 古屋,大 阪 神
戸)と 比 較 す る と(第11図),横 浜港 は,神 戸 港,名 古屋 港 よ り外航 船 の
入 港 が多 く・ 内航 船 は神 戸 港 と比 べ る と,少 な くな って い る。 横 浜港 は
外 国 との貿 易 が中心 で 内国 貿易 は少 な い こ とが わ か る。 この点 で,神 戸
港 は外 国貿 易 と内外 貿 易 との バ ラ ンスが比較 的 とれ て い る。 もち ろん そ
の 中身 は,別 問題 で あ る。
1989年 の統 計 に よ ると,外 航 船 国 籍 別 で は,パ ナマ船 が30.8%(3,691
隻)を 占 めて トップで,次 いで韓 国9.8%,日 本8 .6%の 順 で以 下 リベ リ
ア,中 国,ア メ リカ,フ ィ リピンr旧 ソ連,シ ンガポ ール,台 湾,イ ギ
リス・ ノル ウェー・ ギ リシ ャ,オ ラ ンダ,キ プ ロ ス,そ の他 の順 に な っ
て い る。
1979年 ～88年 の入 航 船 舶 の動 きを み る と,こ の10年 間 は6～8万 隻
とな って い る。1970年 を と って み る と最 高 の10万8000隻 を記 録 した
(第13図)。 だ が船 腹総 トン数 で は倍増 と な って お り,船 舶 の大 型 化 が 進
ん で い る ことを示 して い る。 外 航船 舶 に お け るコ ンテナ船 が増 加 した こ

























(資料)横 浜 市港 湾局 『横 浜港統 計年報』1989年 ,
(210) 1980年代の横浜経済の構造変動と港湾経済の研究61
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数 総 ト ン 数 1隻 当総 トン数
__一 　
総 トン前年比 構成比 総 トン 前年比
sa.s 40,496,165101,320.9 10,972 99.5
9.8 6,476,961161.63.4 5,489 142.4
8.6 30,28{),3919U.015.7 29,285 101.7
8.3 23,138,9195,212.0 23,373 99.5














































































と も特 徴 に な っ て い る(横 浜 市港湾局 『横浜港10年 統計資料 集f1979～1988
年』1989年 刊,以 下rlo年 統 計』)。外 航 船 は この10年 間,12,000隻 前 後 と






















順 調 に推 移 して い る。 用途 別 は一般 貨物船 が減 少 したが,コ ンテ ナ船 は
隻数 総 トン数 と もほぼ倍 増 して い る。10年 間 の 国籍 別 の入航 船 舶 の動 き
を み る と日本船 が 半減 し,パ ナマ船 籍 な ど便 宜 置籍船 が増 加 した こ と
,
また隣 国 の韓 国船,中 国船 の増 加 が 目立 って い る(第 鼎6表)
。
横 浜港 と他 の6大 港 との海 上 出入 貨物 の動 向 を比 較 す る と(第ll ,第
12図),横 浜 港 の外 国貿 易 と内国 貿 易 は ア ンバ ラ ンスで あ った が
,こ の と
こ ろ ほぼ同 じ量で推 移 した。だが1988年 に は,輸 入 が 大 幅増 に よ り外 国
貿 易 が87年 に引 き続 き川 崎港 千葉 港,名 占屋 港 と と もに内 国 貿 易 を 上
回 った こ とが特 徴 的 で あ る。横 浜 港 は外 貿依存 度 に いか に傾 斜 して い る
か が わ か るで あ ろ う。
cコ ンテ ナ貨物 量 の問題
1989年 の統 計 に よ る と1979年 に765万 トンで あ った コ ンテ ナ貨 物 は
1988年 に は2,043万 トンに な り,2r1倍 に増加 した。1988年 時点 で,コ
ンテ ナ貨 物 量 は全 貨 物 の中 で輸 出69 .2%を 占め,輸 入 で は83 .3%をrLf
め,合 計 す る とコ ンテ ナ化 率 は74 .8%で あ る(第27表)。
コ ンテ ナ貨物 量 が 急速 に増大 した の は,1985年 以 降 で,コ ンテ ナ化 率
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が70%台 で推 移 して い る。横 浜 港 の貨 物 取扱 の 中心 は コ ンテ ナに依 存 す
るよ うにな った。1980年 代 後 半の経 済 の 国 際化 に 対応 して,貨 物 量の増
大 とな り,日 本7大 港 もコ ンテ ナ貨 物 量 に よ って 支配 され る よ うにな っ
た。 この事 実 は,従 来 の労 働 力か ら機 械 力へ の移 行 で あ りzコ ス ト減 と
生産 ・流 通 シ ステ ムの合 理 化 に よ る もの で あ る。
1989年 横浜 港 に お け る コ ンテ ナ貨 物 輸 出人推 移 をみ る と,輸 出1,195
万 ト ン(前 年比103.3%),輸 入958万 ト ン(同108」%),輸 出 入 合 計 で
2,153万 トンで過 去最 高 を記録 した。 コ ンテ ナ取 扱 い個数(20フ ィー ト換
算,実 入 り ・空合計)も 輸 出 入 合計151万 個(同107.3%)で 過 去最 高 を記録
した。
コ ンテ ナ貨 物 の輸 出 で も1位 は機 械 類 一一般 を含 む 「そ の他 の機 械」,2
位 は 白動 車,3位 は 「染料 等 科学1二業品 」,4位 が 「日用 品 」で あ り,ま
た国 別 で は1位 の ア メ リカが407万 トン(前 年比1OL3%)と 増 加 した。
以 下2位 台湾,3位 香港,4位 韓 国,6位 中 国 は減 少 し,[_51/一シ ンガポ ー
ル,8位 タイで あ り,タ イは高 い伸 び を示 した。
輸 入 で は,1位 「日用 品1,2位 「その他 食料Ga3位1そ の他 の




























コ ンTナ 貨 物量 及 び コ ンテナ化率 の推移
(単位=千 トン ・%)
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資料:横 浜rl∫港湾局 『第50回 横浜港統計年 報』198年
64









































内円 は 全体 の,
外 円 は航 路 毎 の比 率
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303万 トン(前 年比108.3%)で 一 貫 して増 加 して い る。輸 入 で も台 湾,香
港 の 前年 割 れ の一 方,シ ンガ ポー ル,タ イの高 い伸 び率 が 目立 った(第
14図)。
コ ンテ ナ貨 物 量 の増 大 は,牛 産 費,流 通 費 を節 約 し,商 品,資 本 の循
環 を はや め るの に役 に ウ1つ。 この こ とはi消 費者 に と って も・ 関係 商品
の価 格 低 下 を もた らす 。 したが って80年 代 後 半の 日本貿 易量 の増 加 は,
コ ンテナ貨物 に ます ます依 存 せ ざ るを え な くな って い る。 もち ろん将 来
超 高速 船 の導 入 や ポ ス トコ ンテ ナ輸 送 の技 術 革 新 へ の対応 によ って,各
国 の港 湾 間 の輸 送 も変 化 す るで あ ろ うか,当 面 は コ ンテ ナ利 用 が増 大 す
るで あ ろ う。
さい ごに,『 横 浜 港統 計 年報 』(1989年)1989年 の横 浜 港 内貿 易 貨物 の
移 出入 をみ る と,内 需 拡 人 によ って堅 調 な伸 び を示 した。 す なわ ち移 出
2,648万 トン(前 年比104.2%),移 入2,820ノ ∫トン(r司98」%)合 計5・468
万 トン(同101.0%)で わず か な伸 び を示 した。 内需 拡 大 に よ る物 流 の活
発化 が 続 き,移 出で は 「石 油 製 品」(同104.0%),「1京 油 」(同113.6%),「 輸
送 機械 」(同146.2%)の 伸 びが 目立 ち,移 入 で も 「鉄 鋼」(同109.2%),ド 輸
送 機械 」(同108.0%),「 セ メ ン ト1(i司104.7%)が 伸 びた が,移 入1位 の
「原 油」(同90.8%)が 大 幅 に減 少 し,合 計 で微 増 とな った(第28表)。
88年 に続 く原 油 の 輸人 増 ・移 入 減 は,国 内 備 蓄 基 地 か らの 小型 タ ン
カーで輸 送(移 入扱い)が 減 り,産 油 国 か ら直 行輸 送(輸 人扱 い)が 増 え た
た め で,原 油 の輸入.量 と移 入量 の合 計 で は,88年 は,1,710万 トン(同
107.6%)1989年1,880万 トン(同109.9%)と 増 加傾 向 に あ る(横 浜市 『第
50回 横浜港統計年報』1988年,24ペ ージ,第15図)。 こ こに は関 係 業 界 が,
コ ス ト低減 の た め に盧 油 国 か らの 直行 輸送 方式 を と って い る ことに注 目
した い。
なお ちな み に,横 浜 港 の 内国 貿易 の推 移 を み る と,1980年 の移 出入 指
数gooと した場 合,85年 は89に 低 ドし,1988年 に80に 低 ドして い る。
っ ま り内国 貿 易 の依 存度 が 低 下し外 国貿 易依 存 度 が高 くな って い る。 と
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くに外国 貿 易 の うち コ ンテ ナ利用 の移 出 入指 数 をみ る と,1980年 を100
と した場 合,85年182,88年 は214に 増 加 して い る(『 横浜港10年 統計資
料集』,25ペ ージ),ま た移 出 入貨物 地 域 ・}要 港別 図 表 を み て もわ か るよ
うに,移 出で は,関 東48.3%,東 海18」% ,東 北12.9%,海 ヒ9.1%,
近 畿3.8%,北 海道2.9%,そ の他 とな って お り,近 隣 地 域 へ の移 出 の割
合 が 多 い。 移 入 で は,几 州342%,関 東32 .6%,東 海11、3%,北 海道
5、5%,匹i国4.6%,中1一 司4 .5%,東 北3.8%aそ の他 に な って い る(第15
図)。 移 入で は九州 地 区,関 東地 区 か らの貨物 量 が 多 い。陸Lの 交 通 公 害
を さけ る便 法 と して移 出入 を利 用 して い る こ と と推 察 され るが,同 時 に
港 湾混 雑 を作 りx港 湾 か ら各拠点 市場 へ の貨 物 輸 送 は混 雑 を もた らす こ
とに な る。 この点,背 後 地 の 協力 を えて 港湾 施 設 の整備 の 充実 に 努 力す
べ きで あ ろ う。
(3)港 湾経済発展 のために改めて港湾機構 の充実を考 える一…課題 と
提言 を含めz
すで に横 浜港の貿易が1980年 代 に人 きな構造変動 を示 し}港 湾機能
も,外 航船舶 による貨物量が増大 し,そ の うち中心的担 い手が コンテナ
貨物で あ り,そ の イ ンパク トは,港 湾経 済の構造 をかえっっ ある。 した
が って第1に 当然港湾経営 も,こ う した潮流 に対 し,敏 速 に対応 しなけ
ればな らない。 っま り物流の変化,技 術 革新 による高度情報化 に基づ く
生産機能の変化 のみな らず港湾業務 の合理化,商 業港の新 しい性格,さ
らに市民 に親 しあ る港湾 に対応す るため の総合的 な港湾空間 として発展
させなければな らない。 この場 合総合的 な港湾空間 は,環 境保全 をふ ま
えて背後地 の交通体系 との関連 性 をたえず念頭 におか な けれ ばな らな
い 。
い うまで もな く,横 浜 の背後圏 は,首 都圏 を中心 に関東一 円か ら中部,
東北等 よ り広 い地域 におよぶ。 と くに川崎港,東 京港,千 葉港 な ど東京
湾内諸港地域 との連 けいはきわめて強 い。 それ らの地域 と北 か ら東名高
0202) 198G年代の横浜経済の構造変動 と港湾経済の研究69
速,第3京 浜,国 道1号 線,横 浜 羽 田空 港 線,国 道15号 線 及 び 首都 圏 と
環 状 を結 ぶ国 道16号 線 と同 バ イ パ スに よ って結 ば れて い る・
コ ンテ ナ化 の進 展 に伴 い港 湾 やi一業 地帯 等 か らの人 型貨 物 肛が増 大 し
て い る こ とか ら,港 湾 周 辺,内 陸 輸 送網 の 早急 な整 備 の必 要 性 が 高 ま っ
て い る横 浜 市で は幹線 道 路 網 の整備 を進 め る と と もに,放 射 状 お よび環
状型 の道 路網 の 整備 を図 り,円 滑 な海 陸 一 質輸送 を 目指 して い る(横 浜
港振興協会r横 浜港 ガイ ドブック.1]正ggo年版)
こ う した ヒ ン ター ラ ン ドと の港 湾 機 能 を 統 一…的 に 考 え,港 湾 の 市民
化,環 境 化,総 合 化 が は じめ て生 きて くる と 考え るが・ この場 合 ・ と く
に 市民 の ニ ー ズ に基 づ く港 湾 の あ り方 が た え ず 視 点 に な けれ ば な らな
い。 と くに市民 の環 境優 先 の海 陸 交通 体 系 の整 備 で な け れば な らない。
同 時 に私 た ち は横 浜 港 を 首都圏 全体 の 申 で位 置 づ けな けれ ばな らな い。
と くに指 摘 した い点 は,ド か らの 市民労 働 の ニ ー ズに対 応 した 文化 環 境
の整 備 を 重点 に お くべ きで あ ると思 う。
第2に 横浜 港 は,ア ジアを 中心 と した途 」二国 との港湾 技術 交 流,人 材
交 流 を進 め る こ とを 重視 すべ きで あ る。 貨 物 の輸 出 入 にお い て,韓 国,
中国,イ ン ドネ シアSタ イな どの比 重が 漸次 増 加 傾 向 に あ る中で ・ これ
らの国 々の 港 湾 に対 す る技 術 援 助 や港 湾 経営 者,ll∫民 の交 流 を深 め る こ
とで あ る。0昨 年 私 た ちが訪 問 した中 国 の 大連港 の総 合 的 な港 湾空 間 計
画 に は,横 浜 港 湾 関 係者 の技 術 協 力を うけた と聞 いて い る。 い ま大連 は
背後 地 の⊥業 団地,消 費地 との 人流,物 流 のrl]滑 化 を 図 るため に,港 湾
計 画 に勢 力 を集 中 して い る。そ の他 ア ジアの 国 々 の港 湾経営 者,労 働 者,
市民 との連 けいを 図 り,横 浜 の港 湾 の ノウハ ウな ど も提供 すべ きだ と思
う。
第3に コ ンテ ナ化 に対 応 す るた め港 湾 施 設 を 整 備 す る こ とに あ る。
1980年 代 後 半 か らコ ンテナ貨 物,コ ンテナ化 率 が急 速 に増 大 した こ とは
す で に統計 的 に も明 らか で あ る。 こ う した コ ンテ ナ化,製 品輸 入等 の貿
易構 造 の大 きな変 化 に対応 す るため に,港 湾 施 設 の立 体 的 整備 を必要 と
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して い る。 横 浜港 は大 黒 ふ頭,本 牧 ふ 頭 ,南 本牧 ふ頭 に外国 貿 易物 流 機
能 の集約 ・強 化 を図 らざ るをえ な い。 コ ンテナ船 の大 型化 等 に対 応 で き
る大 水深,大 規模 コ ンテ ナバ ー スの整備 や コ ンテ ナ関 連 用地 の拡 充
,荷
役機 械 荷 さば き施 設 の整備 な ど輸 送 革 新 に対応 した機 能 強 化 をす す め
る(横 浜市 『よこはま21世 紀 プラン』1989年 版,以 ドr21世 紀 プラン』)こ と も
必 要 で あ ろ う。 だ が コ ンテ ナ化 に対 応 す る と同 時 に,施 設 の 整備 の前提
と して 市民 ニ ー ズに対 応 しな けれ ば な らな い。 と くに環 境 保 全 を前提 と
した整 備 で な けれ ば な らな い。
以L一 方 で コ ンテナ化 に対 応 した外 匡!貿易,外 航 船 舶 に よ る輸 送 革新
の ため の整 備 を完 成 す る と同時 に,他 方 で,貨 物 の移 出人 はy低 下 して
い るが,内 貿 バ ー スを 、.」体 的 に整備 す る必 要 が あ る。 瑞 穂 ふ 頭地 先 の埋
、凱は この点 か ら実 現 し,山 内 ふ頭 と関連 性 を もたせ
,環 境 を 整備 す べ き
で あ る。
こ う した外 貿,内 貿 の施 設 の整 備 に あ た って,海 と陸双 方 か らの景 観
に配 慮 した環 境 整 備 も忘 れ て は な らな い。人 の 目,キ リ ンの 目,鳥 の 目,
サ テ ィライ トの 目で みて ,市 民 サ イ ドか らみ た総 合 的景 観 を もっ 港 湾整
備 で な け れ ば な らな い。
第4に 陸 ・海 ・空 の総 合 流 通 ター ミナ ルの整 備 を図 る こ とにあ る。
横 浜 港 が ヒ ンター ラ ン ドとの物 流 拠 点 とす るな らば,改 めて陸 ・海 ・
空 の総 合流 通 ター ミナ ル の構 想 を もち具体 化 しな けれ ば な らな いで あ ろ
う。 そ の場 合 環 境 と安 全 を最 優 先 しな けれ ば な らな い。 同時 に市民 参
加型 の総 合流 通 セ ンターで な けれ ば な らな い。 英 国 が ロ ン ドンに第3の
空 港 を設 置 した と き,市 民 参 加 を取 り入 れ て成 功 した。
も し総 合 流 通 ター ミナ ル を作 る とす れ ば,市 民 参 加 型,環 境 重視 の
ター ミナ ルで な けれ ば な らな い。 横浜 港 は,従 来 の原 材料 中心 の貨 物 輸
入 か ら製 品貨 物 輸 入 中心 型 の港 に変 身 した。 したが って物 流 の形 態 も多
様 化 し,高 度 化 した。 こ う した事 態 に対 応 す るため に は,港 湾経 営 者 と
市民 が一 体 化 して流 通 施 設 の効 率 性 と公 平 性 と安 全性 を も って そ の整 備
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を図 らな けれ ば な らな い。 この点 か ら改 めて,総 合 的 な政 策 判 断 に よ っ
て航 空 貨 物輸 送 の拠 点等 の整 備 を図 って よい ので はな いか。
この背 景 に は,横 浜 港 の 貨 物 取 扱 量 が全 国 第1位 を維 持 した こ とを
誇 って よ いの で あ る。 だ が,1990年10月 時点 の港 別通 関額 推 移 の統 計
(東京税関)に よ る と,輸 入貨 物 取 扱 量の総額 にお いて,成 田 ・羽 田空 港
が534,109百 万 円 で第1位 を示 し,第2位 東京 港349,821百 万 円,第3
位 横 浜 港282,944百 万 円で あ った。 もち ろん年 間 の統 計 で は横 浜 港 の貨
物取 扱 い量 と価 格 が 全国 第1位 で あ るが,港 湾経 営 者 は,共 通 に羽 田 ・
成 田空港 の貨物 取 扱 い量 の総 額 が高 くな る ことに危 機感 を も った こ とも
事実 で あ る。
こ う した危 機 感 を以 前 か ら予測 して,港 湾 経 営者 は,横 浜港 の総 合 流
通 セ ン ター を構 想 した もの と考 え られ る。それ に して も,21世 紀 を め ざ
した国 際 的物 流 の あ り方 は,陸 ・海 ・空 の総合 流 通 ター ミナ ルで 対応 し
な けれ ば な らな いで あろ う。横 浜 市 は,U本 経 済,横 浜 経 済 の実 態 と方
向 をふ まえて対 応 す べ きで あ る。 と りわ け横 浜 港 の管 理 者 は,専 門 家,
市民,法 人 な どの意 見 を充 分 に き きな が ら対 応 すべ きで あろ う。 この 削
提 と して は,例 えば 大黒 ふ 頭 にお いて ヘ リポー ト基 地 を計 画 して い る点
を評 価 した い。
第5に 横 浜 港 に寄 港 す る船 舶 の船 員 や港湾 労 者 の福 利厚 生 施設 を整 備
し,横 浜 港 が 世界 か ら注 目 され な けれ ば な らな い。 ハ ー ドな施 設 は たえ
ず ソフ トな人 間 的魅 力 に よ って 豊か にな る。 外 国 の船 員 や港 で働 く人 々
が,港 に魅 力 を感 じ,港 を 世 界 に誇 れ るよ うに しな けれ ば な らな い。 人
間 的 生 きが いの あ る福 利 厚 生 施 設 を整 備 す る こ と は市民 の願 いで もあ
る。
第6は,1".界 経 済 の 「一 体 化」 に対 応 した港 湾機 能 を どの よ うに充実
す るか で あ る。
1980年 代 にな って 世 界経 済 に お け る製 品,サ ー ビス財 の輸 出入 が活 発
化 す る と同 時 に先進 国 よ り途 上国 へ の直接 投 資 だ けで な く,先 進 国 間 の
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直接投 資 も活 発化 した。 と くに米 国,日 本aECの 直接 投 資 に よ り現 地
生 産 も増 人 し,企 業 の多 国籍 化 も進 ん で い る。ECで はz92年 末 まで に
資 本・ 労働 力・ 商 品,サ ー ビスのri由 化 を め ざ し,国 境 を超 え大 企 業 の
活 動 が 一般 化 して い る。 米 国,日 本 の資 本 も国境 を超 えて 活 発 な 市場 獲
得 競 争 に 乗 りだ して い る。 こ う して 世界経 済 は グ ロー バル化 の方 向 に進
ん で い る。 世界経 済 の 「一 体 化 」 とは,諸 国 の商 品,資 本,サ ー ビスf
労 働 が国境 を超 えて 世界lf∫場 で の競 争 を活 発 化 させ る現 象 の こ とで もあ
るn同 時 に関 係 企 業 に と って は,厳 しい競争 を強 い られ る。il堺 不況 に
直 面 す れ ば,倒 産 も覚 悟 の うえ で あ る。 そ れ は経 済 の グ ロ ー・バ リゼ ー
シ ョンに伴 う副産 物 で あ る とい って もよい。80年 代 の 世界経 済 に つ いて
第1豪 で,展 開 した よ うに経 済 の グ ロバ リゼ ー シ ョ ンの中 の で,先 進 国
の産 業構 造 も大 き く変 化 す る と同時 に海 ・陸 と も輸 送構 造 も変動 した
。
したが って港 湾 の機 能 も こ う した構 造変 化 に 柔軟 に対応 せ ざ るを え な い
し,現 に対応 して い る。 横 浜 の港 湾 施設 も,計 画 的,効 率 的 利用 を求 め
られ て い る。 世界 の港 湾,輸 送,経 済 の動 き に敏 速 に対 応 す るため に
,
テ レポ ー ト計 画 の推 進 を はか るだ け で な く,創 造性 を も った港 湾管 理 者
業 務 シ ステ ム を 充 実 しな けれ ば な らな い、,港湾 業 務 に関 す る情 報 の 処
理 ・伝 達 の高度 化,迅 速 化 を はか り,物 流 業 務 の効 率 化 を促 進 す る こと
が,今 後 の 大 きな課題 で あ る。
第7は,横 浜 港 の総 合 的 振興 策 を推進 す る こ とに あ る,,
港 湾 は,交 通,産 業y文 化,物 流}国 際 交流,市 民 生 活,地 域 経 済 等
の諸活 動 を 支え る重 要 な基 盤 で あ り,そ の整備,充 実 は地域 経 済 の着実
な発展 とll∫民 生 活 の向上 に と って必 要 不 口∫欠 な もので あ る。
1980年 代 に 市民 生 活 の 着実 な発展,エ ネル ギ ー,環 境 保 全等 の制約 に
対応 した陸 上輸 送 の海 上 輸送 へ の転 換等 を背 景 と して港 湾 取 扱貨 物 量 の
着実 な増 加 が 見込 まれ るば か りで な く,貨 物 輸送 の 合理 化 rエ ネル ギ ー
供 給 構 造 の変 化 に対 応 した港 湾 政 策 の 強 化,地 域 振 興 の た め の基 盤 整
備,船 舶 の航 行 等 の安 全確 保,地 震対 策等 の防 災 の推 進,港 湾 及 び海洋 の
(198) 1980年代の横浜経済の構造変動と港湾経済の研究73
環 境 の保全 等 の必要 性 が増 大 して お り,港 湾 の 整備 が要 請 され て い る。
こ う した問題 意 識 の もとに,改 め て横 浜 の総 合的振 興 策 が必 要 に な っ
て きて い る。
横 測1の 港 湾 機能 の 充実 は,横 浜f眠 だ けで な く・ 背後 地 の1眠 の 協
力 を必 要 と して い る。 もち ろん 横浜 港 を基 地 と して 利 用 して い る関 係 企
業,公 企 業 の積極 的協 力 によ って振 興 策 を 考え,横 浜 港 を共 有 して ほ し
い もの で あ る。 横 浜 港 に お け る輸 移 入 貨 物 の背 後 地 輸 送 の動 き を み る
と,貨 物 合 計 で97.0%が 関東 地 方 で吸 収 され,横 浜地 区 で吸収 され るの
は55.5%と い う推 計 もで て い る。横 浜港 に輸 移入 され る貨物 は,い うま
で もな く,関 東地 方全 域 の関係 業 者 に よ って吸 収 され,生 活 必 需 品 の み
な らず,」 業 原料,製 品 な ど取 扱 業 者 は,き わ めて 高 い。 もちろ ん横 浜
港 は横浜 の輸 移 出人 業者,そ の関係 者 だ けの 利用物 で はな い。横 浜 港 の
利 用 者 は,関 東 地 区全 域 に また が る。 そ の意 味 で,横 浜港 は,直 接 的 に
は横 浜 市 の港 湾 局 と運 輸 省 が管 理 して い る。 だ が港 湾 の あ り方 は,関 係
企 業 だ けで な く直接 市民,港 湾 管 理 者 に よ って 決 め られ るべ きで あ ろ
う。
今後 横 浜 市 は,実 質 的 に は,こ う した問 題 を 自覚 した うえで 市 の港 湾
局,横 浜 港 振興 協会,関 連 業界,関 係 市民 団体,消 費 者,専 門家 が協 力
して 港 湾 の振 興 を図 るべ きで あ ろ う。 開 か れ た港 湾振興 を探 求 し,同 時
に国 内外 に誇 れ る港 の振 興政 策 を打 ち出す べ きであ ろ う。 国 内外 の港 湾
活 性 化 の ため に,外 国 の港 湾経 済 の メ リッ トあ る情 報活 動 の 充実 を はか
り,横 浜港 湾 経営 を リフ レ ッシュ し,新 ポー トセ ール ス活 動 を推 進 した
り,さ らに航 路 の連 関 性 を強化 し,場 合 に よ って は,航 路 の開 設 や ポ ス
トコ ンテナ時代 の港 湾 の あ り方 を探求 し,実 践 す べ きで あ ろ う。
ま た横 浜 港 の貿 易 構造,流 通 構 造 の変 化 等 に対 応 した柔軟 な港 湾 振興
策 を幅広 く振 興 し,独 自な ノ ウ ・ハ ウを もち,魅 力 と活 力 あ る港 を創 造
す べ きで はな か ろ うか。
私 た ちが 強調 した い点 は,港 と地域 経 済 の関連 性,港 と市民 生 活 との
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結 びっ きを 大切 に して ほ しい と思 う。例 え ば神戸 市港 湾 局 が 『神 戸 港 と
市民 経済 』(1988年)の 調 査 を過 去4回 試 み た経 験 な ど を参 考 にす べ きで
はなか ろ うか。 そ こで は,神 戸 港 が経 済 活動 の場 と して だ け で な く
,文
化 の創造 と して の新 しい拠 点 と して港 を位 置 づ けて い る。 そ の調 査 の ね
らい はr神 戸 港 が 市民 経 済 に与 え るイ ンパ ク ト,経 済 面 だ けで な く,文
化 ・環 境 市民 意識 な どへ の イ ンパ ク トを多 面 的 に分 析 して い る。 調 査
の結 果 で は・ 港 が雇 用 と所 得 の面 で 市民経 済 に大 きな比 重 を 占め て い る
こ とや 市民生 活 に もさ まざ ま な影響 を 与え て い る こ と,港 が,都 市活 力
を創 出す る フ ロ ンテ ィア と して のEi要 な 役 割 を 果 た して い る こ とが わ
か った とい う。
この点 ・ 横 浜港 の振興 策 は,港 と市民 経 済 生 活,文 化 生 活,都 市力 の
活 性化 と結 びつ けて,新 しい路 線 を打 ちだす べ きで は なか ろ うか。
第8は ・ 『よ こ は ま21世 紀 プ ラ ン』 で も う ち だ し た よ う に 快 適 な
ウ ォー ター フ ロ ン トの形成 で あ る。
こ こで は,「 に ぎわ い のあ る親 水 空 間 を整 備 す る こ と」,現 に具体 化 し
つ っあ る点 につ いて コ メ ン トした い。 例 え ば,市 は金沢 臨 海 部 の海 の公
園 ・八 景 島 や つ る み臨 海 部 にお け る ウ ォー ター・フ ロ ン トを 生 か した ス
ポ ー ッ ・レジ ャー拠 点 の整備 を進 め る こ とや,水 際 源 へ の ア クセ スの確
保 や河川 運 河 を含 め た護岸 の親 水化 をす す め て い る。 この点 は評 価 した
い。 問題 は,市 民 参加 に よ る魅 力 あ る親 水 化 を ど うす るか を決 め て ほ し
か った。 若 者 も中年 も老年 も,楽 しく参加 で き る親 水 空 間 の実 現 を はか
るべ きで あ ろ う。
海 上交 通 ネ ッ トワー クの装 備 も結 構 で あ るが,で きるだ け,市 民 の 共
有 で きる ネ ッ トワー クを作 るべ きで は な いか。 た しか に 「交 通 手段 の多
様 化 や 市民 の親 水機 会 を確 保 す るた め魅 力 あ る水 辺 空 間 を結 ぶ海 上 ネ ッ
トワー クの 整備 」 を必 要 と して い る。 市民 の親 水 機 会 を確保 す る とい う
こ とは,心 の問題 な ので あ る。 親水 とは 海水 を で きるだ け きれ い に しな
が ら港 の 景観 を楽 しむ と い う こ とで あ る。 人i二的 な親 水観 を 自 らの もの
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とす る とい う ことで は な い。 横 浜港 が 市民 の親 しめ る水辺 空 間 を で きる
だ け 大 切 にす るに は ど う した らよ いか を 市民 と と もに 考 え っ つ ネ ッ ト
ワ ー クの整 備 を はか る ことだ と思 う。 赤 レンガ倉庫 等 横 浜港 の歴 史的 ・
文化 的資 産 の保 存 ・活 用 は高 く評 価 した い。 だが,横 浜港130余 年 の歴
史 が に じみ で て くるよ うな歴 史的 資産 の保 存 を考 え て ほ しい。
さい ごに,横 浜 港 が 子や孫 た ちに誇 れ るよ う港湾 環境 の 整備 を みん な
で 考 え,充 実 して ほ しい。
港 湾 経済 の問 題 はi港 湾 か ら創 出 され る所 得 の問 題 で はな い。 港 湾 を
利 用 す る輸 移 入す る貨 物 に よ る所 得 の イ ンパ ク トを ど う うけ るか の問 題
で もな い。 経 済 変動 の 中 で,港 湾 経 済 が どの よ うに対 応 し,港 湾 の施設
や機 能 を どの よ うに充実 す るか とい う点 か ら港 湾経 済 の あ り方 を決 めて
ほ しい。 ここで は港 湾 と市民経 済 の関連 が 直接 の課 題 で はな い。80年 代
の横 浜経 済 の変 動 に対 応 して港 湾 を どの よ うに整 備 ・充実 す るかが,基
本 課題 で あ った。
私 た ちな りに,そ の方 向性 を明 らか に したつ も りで あ る。 関係 者 の ご
批 判 を期 待 した い。
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